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交通政策審議会第８５回港湾分科会議事録 

１．開催日時  

令和４年６月２９日（水） 

開会 １０時００分  閉会 １２時２０分 

 

２．開催場所  

国土交通省（中央合同庁舎第３号館）１１階特別会議室（WEB併用） 

   

３．出席委員氏名 

＜委員＞ 

氏  名 役  職  名 

井出 多加子 成蹊大学経済学部 教授 

今西 珠美 流通科学大学商学部 教授 

大串 葉子 椙山女学園大学現代マネジメント学部 教授 

加藤 浩徳 東京大学大学院工学系研究科 教授 

河野 真理子 早稲田大学法学学術院 教授 

小林 潔司 京都大学経営管理大学院 特任教授 

篠原 文也 政治解説者・ジャーナリスト 

竹林 幹雄 神戸大学大学院海事科学研究科 教授 

竹谷 隆 (一社)日本経済団体連合会 ロジスティクス委員会物流部会委員 

多々納 裕一 京都大学防災研究所 教授 

友田 圭司 （一社）日本船主協会 常勤副会長 

増田 賢宏 トヨタ自動車（株） 物流管理部長 

松本 真由美 東京大学教養学部 客員准教授 

＜委員以外＞ 

氏  名 役  職  名 

久米 秀俊 （一社)日本港運協会 理事 
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４．会議次第 

①令和４年度特定港湾施設整備事業基本計画（案）について(審議) ・・ ４ 

②大阪湾圏域広域処理場整備基本計画の変更について (審議)・・・・・ ８ 

③港湾計画業務改善に向けた取組について (報告)・・・・・・・・・・１０ 

④洋上風力発電の導入促進に向けた最近の状況 (報告)・・・・・・・・１５ 

⑤海底火山「福徳岡ノ場」の噴火に係る港湾分野の対応（報告）・・・・１９ 

⑥福島県沖を震源とする地震における港湾分野の対応 (報告)・・・・・２０ 

⑦港湾におけるSDGsの取組について（報告）・・・・・・・・・・・・・２２ 

⑧港湾の中長期政策「PORT2030」の進捗状況について（報告）・・・・・２９ 
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交通政策審議会第８５回港湾分科会 

令和４年６月２９日 

 

 

【総務課長】  定刻になりましたので、ただいまより交通政策審議会第８５回港湾分科会

を開催いたします。 

 本日の進行は、港湾局総務課長が務めさせていただきます。 

 初めに、港湾局長より御挨拶申し上げます。局長、よろしくお願いします。 

【港湾局長】  皆さん、おはようございます。昨日着任いたしました港湾局長でございま

す。よろしくお願い申し上げます。 

 ２年ぶりのこの分科会の参加ということになりますが、本日はお忙しい中、小林分科会長

をはじめ、分科会委員の皆様方におかれましては、暑い中、足をお運びいただきまして、ど

うもありがとうございます。 

 また、平素より、我々国土交通行政の中でも港湾行政の推進に当たりまして、格段の御支

援、そして御理解、御協力をいただいておりますことを、この場をお借りいたしまして心か

ら感謝を申し上げる次第でございます。 

 本日、分科会で審議事項２件、それから報告事項６件ということで、８件のテーマがござ

いまして、非常にテーマが盛りだくさんでございます。２時間しか時間がないので十分な議

論がなかなかできないかと思いますけれども、中でも、前回３月の分科会でお知らせしたと

聞いておりますが、ＰＯＲＴ２０３０のフォローアップ、これを報告させていただくという

ことでございます。私も４年前になりますかね、これをつくるときに担当課長としてやらせ

ていただいたということもございますので、この間いろんなことがありましたので、そうい

うことも踏まえて、皆様方からの忌憚のない御意見をいただければと思っております。 

 また、新しいネタとして、ＳＤＧｓのパートナー登録制度の議論もあります。これについ

ても、昨日、カーボンニュートラルポートの認証制度をさせていただいているんですけれど

も、それとも関係しながら、できれば、できるだけ実効性のある登録制度にしたいと思って

おりますので、これも、報告とは書いてありますけれども、皆様、御忌憚のない意見をいた

だければと思っております。 

 最後になりますけれども、委員の皆様、ぜひ御知見を振るって我々のこの審議案件、それ

から報告について意見をいただいて、実のある回答をしたいと思っておりますので、よろし
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くお願い申し上げます。 

【総務課長】  それでは、議事に先立ちまして、ウェブ会議システムについて御案内申し

上げます。 

 本日は、ウェブ会議システムを活用し、委員の皆様には、会場とオンラインにより御出席

をいただいております。また、傍聴はオンラインのみとさせていただいております。傍聴さ

れている方につきましては、カメラ及びマイクのボタンは常にオフとしていただきますよ

うお願いいたします。 

 次に、オンラインで出席いただいている委員の皆様の御発言の方法について御説明申し

上げます。 

 会議中はマイクを常にオフにしていただき、発言を希望される場合は、挙手ボタンをオン

にしてください。分科会長より御指名がございましたら、マイクをオンにしていただき、御

発言をお願いいたします。発言が終わりましたら、挙手ボタン及びマイクをオフにしていた

だくようお願いいたします。また、チャット機能を利用して発言の意思を示していただくこ

とも可能でございます。分科会長から御指名がありましたら、マイクをオンにした上で御発

言をお願いいたします。 

 また、本日、一般社団法人日本港運協会会長の久保委員が御欠席されておりますが、久保

委員に代わって専門的な御意見をいただくため、同協会の理事、久米秀俊様に御出席いただ

いております。 

【理事】  よろしくお願いいたします。 

【総務課長】  それでは、委員の出席状況を御報告申し上げますと、本日は、委員１５名

中１２名に御出席いただいております。交通政策審議会令第８条に規定されている定足数

である過半数８名に達しているということを御報告申し上げます。 

 それでは、議事に入りたいと思います。以降の進行は、分科会長にお願い申し上げます。

よろしくお願いいたします。 

【分科会長】  それでは、早速でございますが、議事に入らせていただきたいと思います。 

 本日は、審議事項２件、報告事項６件を予定しております。 

 まず、「令和４年度特定港湾施設整備事業基本計画（案）について」の審議です。事務局

より説明をお願いいたします。 

【産業港湾課長】  産業港湾課長でございます。私より、令和４年度特定港湾施設整備事

業基本計画（案）について御説明をさせていただきます。 
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 資料１でございますけれども、本件は、港湾整備促進法におきまして、国土交通大臣は特

定港湾施設整備事業について、会計年度ごとに交通政策審議会の議を経てその基本計画を

定め、内閣の承認を求めなければならないとされておりまして、この規定に基づき、本日、

港湾分科会にて審議をいただくものでございます。 

 資料１がその基本計画の案でございまして、１枚開いていただきますと、施設ごとに数量、

事業費、港名といったものが取りまとめられております。本基本計画案の概要につきまして

は、その次の資料の参考資料１－１、パワーポイントで説明をさせていただきます。 

 １ページをお開きください。まず、港湾整備の枠組みと概要について説明をいたします。

港湾整備は、国土交通大臣が定める基本方針に適合した港湾計画に基づいて実施されます。

左側の青線の囲いは、港湾法に基づき実施される港湾整備事業でございます。岸壁や防波堤

など国費の充当で行われる事業で、国や港湾管理者が実施をいたします。 

 一方、右側の赤い囲いが、本日審議いただきます特定港湾施設整備事業でございます。港

湾管理者が起債事業として自ら資金を調達して実施する事業になります。この事業は、埠頭

用地や荷役機械など、収益が見込まれる事業でありますので国費の充当は行われませんが、

港湾管理者にとりまして大規模な事業となりますことから、国による資金の融通、あっせん

を行っております。 

 ２ページをお開きください。特定港湾施設整備事業で実施する事業は、赤で着色しました

港湾機能施設整備事業と青で着色しました臨海部土地造成事業に分かれています。赤の施

設は使用料収入で償還、青の施設は造成した土地の売却収益で償還を行う施設となってい

ます。これらの施設が公共事業で整備を行った岸壁などと一体的に整備・利用されることに

よりまして、港湾の一体的な機能が確保されるものでございます。 

 ３ページをお開きください。本事業の対象となる港湾は、全国の国際戦略港湾、国際拠点

港湾、重要港湾及び政令で定められた地方港湾の計２０６港でございます。本事業の対象と

なる主な施設と事業内容、港湾整備促進法の記載箇所は表のとおりでございます。 

 ４ページをお開きください。基本計画の作成と資金の融通等の手続について説明します。

まず、①で、港湾管理者から事業に関する資料の提出をいただきまして、国交省が、②特定

港湾施設整備事業基本計画を作成いたします。作成した基本計画の案について、本日分科会

にお諮りをし、その後、内閣の承認をいただいた上で、財務省、総務省に対しまして基本計

画を提示し、対象事業について資金の融通・あっせんを行います。また、政府は基本計画に

基づき、財政融資資金を融通するよう努めなければならないとされております。 
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 ５ページをお開きください。基本計画を取りまとめるに当たりまして、個々の事業につい

て、記載のとおり要件の確認を行っております。具体的には、①港湾整備促進法に定められ

た対象工事であること、②各港の港湾計画と整合した事業であること、③岸壁などの港湾整

備事業の実施と整合した事業であること、④事業実施に向けた調整が整っている事業であ

ること、こういったことを確認いたします。なお、個々の事業に関する確認結果につきまし

ては、その次の資料の参考資料１－２に取りまとめております。 

 ６ページをお開きください。令和４年度の基本計画（案）では、表に示すように全国７２

港において８３５億円の事業が計画されています。 

 ７ページをお開きください。事業費の最近の推移について取りまとめたものでございま

す。特定港湾施設整備事業費の総計についての推移は、右上のグラフのとおりとなっており

まして、近年、横ばいから微増ということで、上の黒の港湾整備事業費とおおむね連動した

ような形で推移をしているというふうに考えております。 

 ８ページをお開きください。ここからは、具体的な施設ごとに代表的な事例を１つずつ紹

介したいと思います。まず、沖縄県の石垣港におけます上屋の建て替えの事例です。ここは

老朽化した上屋、それから港湾ターミナルを撤去しまして、新たな上屋を整備するという事

業になります。 

 ９ページをお開きください。上屋の建て替えによりまして施設が更新され、安全かつ効率

的な荷さばきが可能となります。また、上屋の増設によりまして、増加傾向にあります貨物

量への対応といったものも可能になります。 

 １０ページでございます。こちらは岡山県の水島港におきまして、穀物輸送岸壁におけま

す荷役機械、ベルトコンベヤーの延伸を行う事例でございます。 

 １１ページをお開きください。ここは既存の穀物取扱い岸壁を１３５メートル延伸する

とともに、水深を１２メートルから１４メートルへ増深する、そういった事業と併せまして、

穀物を貯蔵施設へ運搬するベルトコンベヤーの延伸を行うというものです。岸壁の延伸と

併せましてベルトコンベヤーが延伸されますので、アンローダーの可動範囲が広がり、効率

的な海上輸送と荷役が可能となります。また、２,０００トンと７万トンの船舶が同時に満

載で接岸可能となるということで、港湾機能の強化が図られるというものであります。 

 次に、１２ページでございます。こちらは四日市港におけます新たな埠頭用地を整備する

事例です。 

 １３ページをお開きください。北埠頭におけます既存のコンテナターミナルに隣接して
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新たに整備されます水深１４メートルのＷ８１岸壁と併せまして、背後の埠頭用地約１２

ヘクタールの整備を行うものです。本事業の実施によりまして、北埠頭と南埠頭で分断され

ていたコンテナターミナルが北埠頭へ集約され、ターミナルの規模拡大により荷役効率の

向上が図られます。また、コンテナターミナル移転後の南埠頭では、完成自動車輸送のため

の用地が確保されまして、各埠頭の効率的な利用が可能となります。 

 １４ページでございます。福岡県の苅田港におけます臨海部土地造成事業の事例です。こ

こは高速道路のインターチェンジや空港に隣接し、各種の輸送網との結節が容易な新松山

地区におきまして、大規模な埋立てにより新たな港の拠点づくりを進めているというもの

でございます。 

 １５ページでございます。この新松山地区は、－５.５から－７.５メートル、また－１３

メートルの岸壁が計７バース整備・供用されておりまして、港湾整備と一体となった用地造

成が進められております。平成２７年４月に分譲を開始した陸側の区画におきましては、令

和２年３月までに約３６ヘクタールの分譲を完了しておりまして、右手側にはバイオマス

発電事業者３社が立地しまして、岸壁との近接性を生かした事業というものを始めており

ます。本年４月には新たに約３０ヘクタールの分譲を開始しました。また、さらに沖合の用

地約３０ヘクタールの造成も進められています。立地企業による設備投資や雇用創出など

地域経済に利益がもたらされるとともに、新たな物流拠点の形成により港の活性化が図ら

れているというものでございます。 

 最後の資料、参考資料１－２ということでございますが、こちらは、基本計画(案)の個別

の事業内容について詳細を記載してございます。１ページが上屋というものでございまし

て、先ほど御説明しました石垣港をはじめ、全国３７棟、約２６億円の事業を計画してござ

います。 

 また、次の２ページは荷役機械でございまして、こちらは御紹介しました水島港をはじめ、

全国で４０基、約９９億円の事業を計画してございます。 

 ３ページから６ページが埠頭用地になりまして、御紹介しました四日市港をはじめ、全国

で１５２.５ヘクタール、約３９２億円の事業を計画しております。 

 最後、７ページから８ページにおきましては、港湾関連用地等及び工業用地につきまして、

御紹介しました苅田港をはじめ、全国で８１.３ヘクタール、約３１８億円の事業を計画し

ております。 

 私からの説明は以上でございます。 



 -8- 

【分科会長】  ただいま説明がありました令和４年度特定港湾施設整備事業基本計画（案）

につきまして、御質問がございましたら、御発言をよろしくお願いいたします。いかがです

か。 

【理事】  この港湾の上屋等整備をする機能施設整備事業に関してですが、上屋で作業を

する例えば港湾運送事業者の職場環境の整備もＥＳＧ、ＳＤＧｓの観点で重要かと思いま

す。、今御説明いただいた資料の中で、９ページに、石垣港の上屋の事例があり、鉄筋の腐

食が生じている上屋を安全な作業環境のものにする整備を行うものです。その際、ＳＤＧｓ

の観点から、例えば冷房とか、職場環境に配慮した機器整備を時代の動きに合わせて事業に

盛り込んでいく必要があるのではないかと思います。そういったＳＤＧｓの取組を踏まえ

た整備が可能かどうかについて教えていただけたらと思います。 

【産業港湾課長】  時代とともにそういったニーズがどんどん変わってくるものと思っ

ておりますので、それについては、港湾管理者が整備をする際に、地元の様々な方の意見を

聞きながら整備をするということになろうかと思います。今おっしゃられた、地元からそう

いったＳＤＧｓというようなニーズが上がってくるのであれば、地元も考えていく必要が

あると思っております。 

【分科会長】  そのほかによろしゅうございますか。 

 特にございませんようですので、答申案についてお諮りしたいと思います。 

 答申。「令和４年度特定港湾施設整備事業基本計画（案）については、適当である。」とい

う答申で御異議ございませんでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【分科会長】  ありがとうございます。それでは、答申案のとおり報告させていただきま

す。どうもありがとうございました。 

 それでは、次に、「大阪湾圏域広域処理場整備基本計画の変更について」の審議に移りま

す。事務局の説明をお願いします。 

【海洋・環境課長】  海洋・環境課長でございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、大阪湾圏域広域処理場整備基本計画の変更について御説明させていただきま

す。この大阪湾圏域広域処理場整備基本計画といいますのは、大阪湾広域臨海環境整備セン

ターという法人が、近畿地方で発生する廃棄物の最終処分をするための処分場を海面に確

保し、廃棄物で埋め立てられた土地を活用して港湾機能の整備を図ることを目的としまし

て、その処分場に関する基本的な事項を定めたものでございます。これは広域臨海環境整備
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センター法というものに基づく法定計画となってございます。 

 最初に、この法人の概要につきまして、お手元のパンフレットで御説明をさせていただき

ます。表紙をめくっていただきまして、１ページ目を御覧ください。真ん中下のほうにセン

ターの概要を示してございますが、このセンターは、大阪湾における廃棄物等の最終処分場

の建設や維持管理、廃棄物等の埋立てに関する業務を行うために、近畿地方の２府４県１６

８市町村、４港湾管理者が共同で出資しまして１９８２年に設立された法人でございます。 

 このセンターは、基本計画に基づきまして、港湾管理者及び地方公共団体等からの委託を

受けて廃棄物の最終処分場を整備し、排出者からの委託を受けて廃棄物を処分場に埋め立

てます。埋め立てられた造成地は、港湾施設用地等として活用するために港湾管理者に引き

渡されます。この事業におきまして、処分場への廃棄物等の埋立てにつきましては、あらか

じめ基本計画で定められた受入対象区域に該当する自治体から受け入れることになってご

ざいます。 

 受入対象区域につきましては、パンフレットを１枚めくっていただきまして、３ページ目

に図化してございます。現在、受入対象区域として定められておりますのは２府４県１６８

市町村、こちらの図の色で塗られたところになってございます。これらの区域が基本計画で

定められているところでございます。 

 次に、パワーポイントの「変更について」という資料、こちらに沿って御説明させていた

だきます。めくっていただきまして、１ページ目でございます。センター法におきまして、

基本計画の変更につきましては、これを認可するに当たりまして、交通政策審議会の意見を

聴くこととなってございますので、本日、委員の皆様にお諮りするものでございます。 

 今回の基本計画の変更内容でございますが、この受入対象区域につきまして、左下の図の

赤色で塗ったところでございますが、奈良県の山添村、こちらを新たに追加するものでござ

います。 

 めくっていただきまして、２ページ目を御覧ください。山添村のほうから、自前の処分場

の逼迫に伴いまして、センターでの海面処分につきまして要望がございました。この要望を

受けまして、令和３年１０月に、環境省によりまして山添村が広域対象区域に指定されてご

ざいます。センターにおける受入対象区域は基本計画の記載事項でございますので、今回の

センター法に基づく基本計画の変更認可の手続が必要となっているものでございます。 

 右下のほうにセンター法に定める認可基準を載せてございます。上から１号基準につき

ましての適合状況でございますが、山添村は約３,０００人の規模の村でありまして、最終
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処分量は年間約１００トン程度となってございます。これはセンターの年間計画受入量の

約０.０２％程度でございます。毎年の受入実績につきましては、計画受入量よりも数％程

度余裕がございますので、この山添村の追加によって処分場の計画受入量が不足すること

はないというふうに考えております。 

 次に、２つ目の２号基準への適合状況でございますが、これまでも山添村の廃棄物は、天

理市に焼却処分を委託し、天理市内の焼却施設で焼却されてございます。広域処分場におき

ましてこの山添村の廃棄物を受け入れることとなった場合も、既に天理市は受入対象区域

になってございますので、こちらと一緒に受け入れることで円滑かつ能率的な搬入、海面埋

立てが行われるものと考えられます。 

 以上のとおり、今回の計画変更は認可基準に適合していると考えられますので、この山添

村の追加は妥当だというふうに考えております。 

 御説明は以上です。よろしくお願いいたします。 

【分科会長】  ただいま説明のありました大阪湾圏域広域処理場整備基本計画の変更に

つきまして、御質問等ございましたら、よろしくお願いいたします。いかがですか。よろし

いですか。 

 特に御質問、御意見ございませんようですので、答申案についてお諮りします。 

 答申。「大阪湾圏域広域処理場整備基本計画の変更については、適当である。」という答申

で御異議ございませんでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【分科会長】  ありがとうございます。御異議がないようですので、答申案のとおり報告

させていただきます。 

 次の議題に移りたいと思います。報告事項の「港湾計画業務改善に向けた取組について」、

事務局より説明をお願いいたします。 

【港湾計画審査官】  港湾計画審査官でございます。港湾計画業務改善に向けた取組につ

いてということで御説明させていただきます。資料の１ページを御覧ください。 

 港湾計画業務改善検討会の立ち上げということですけれども、まず、背景につきまして御

説明いたします。御案内のとおり、国際戦略港湾、国際拠点港湾、それから重要港湾の港湾

管理者は、港湾法に基づき港湾計画を策定しております。一方で、港湾計画の業務の実施に

関しましては、各港湾管理者内での人事異動などによって港湾計画業務の担当者が順次変

わっていくということでございまして、業務ノウハウの継承などの技術力の維持が難しい
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という点や、港湾計画の策定に当たりましては、貨物量推計、航行安全、環境影響など様々

な検討項目があるということで、やはりその検討に必要な予算を確保することも厳しいと、

そういった点が課題として考えられているところでございます。こういった課題に対する

改善策を検討することにより、港湾管理者の皆様が効率的かつ効果的に港湾計画を策定で

きる環境を構築していくことが必要であると考えております。 

 このような背景から、このたび、港湾管理者と国土交通省との間で港湾計画業務改善検討

会を立ち上げ、先週２２日に第１回の検討会を開催したところでございます。この検討会で

は、港湾計画に関する課題等を港湾管理者から直接お伺いして整理していきたい。それから、

改善策について意見交換を行うことで今年度中に取りまとめを行っていきたいと考えてい

るところでございます。 

 資料２ページを御覧ください。検討会の構成員の皆様でございます。構成員の皆様につき

ましては、各地方ブロックからそれぞれ１者の港湾管理者の方に御参加いただきまして、港

湾局からは計画課が参加するという形としております。また、オブザーバーといたしまして、

各地方整備局、それから国土技術政策総合研究所から参加をしていただいております。 

 なお、資料の下の米印部分に少し記載していますけれども、検討会の下に担当課長級で構

成する幹事会を置きまして、そちらのほうでより実務的な検討を行っていきたいと考えて

いるところでございます。 

 続きまして、資料３ページを御覧ください。今回予定している検討スケジュールでござい

ます。先週２２日に第１回検討会を開催いたしましたが、一番下の欄に少し記載しています

けれども、今後の取組といたしまして、７月にアンケートを実施していきたいと考えており

ます。このアンケートに関しましては、今回、港湾管理者様１０者に御参加いただいていま

すけれども、その港湾管理者の皆さんも含めて、全国の港湾管理者の方を対象にしてアンケ

ートを実施していきたいということでございます。こういったアンケートを通じて幅広く

課題の把握を行っていきたいと考えております。その後、９月、それから１２月に幹事会、

検討会を開催いたしまして、今年度中に改善策を取りまとめていきたいと考えているとこ

ろでございます。 

 ４ページ目を御覧ください。アンケートの実施内容についてでございます。４つ目の丸に

主な調査項目を記載してございます。今回想定している調査項目ですけれども、まず、港湾

計画の策定業務に関する課題、それから改善に向けた提案、こちらをしっかりとお伺いして

いきたいと考えております。 
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 また、あわせて、３ポツ目ですけれども、課題解決に向けた港湾管理者の取組ということ

でございまして、既に港湾管理者の皆様の中でも、いろいろな工夫をされている部分がある

と思いますので、そういった部分も併せてお伺いいたしまして、今後の検討の参考にしてい

きたいと考えているところでございます。港湾局としては、こういったアンケート、それか

らこの検討会での議論を通じまして、よりよい港湾計画業務の在り方を検討していきたい

と考えております。 

 私からの説明は以上でございます。 

【分科会長】  ただいま説明のありました内容について、御質問等がございましたら、よ

ろしくお願いいたします。 

【委員】  御説明ありがとうございます。こうした課題を解決しようという取組は大事だ

と思いますが、２年ぐらいで異動するというのは、別に今に始まった話ではなく、随分以前

からそうだったはずです。なぜこの課題を改めてアンケート調査しようと思われたのか。も

う少し具体的な課題があれば、詳しいところを教えていただけるとありがたいです。 

【港湾計画審査官】  ありがとうございます。課題はかねてからあったというのは御指摘

のとおりでございまして、それに対するこういった具体的な取組がなされていなかったと

いうところが一つ、積み重ねとしてあったと思います。 

 それから、これはきっかけと申し上げていいのかどうかですけれども、昨年、全国知事会

という知事の皆様が集まる会がありまして、その中でも、港湾計画に限らず、いろいろな中

央がつくる計画に関しての課題などが調査されて、その報告書の中でも、港湾計画について

は費用がかかるとか、そういった業務の負荷がかかっているというようなことも報告され

ているところがありまして、そういった部分を我々としてもしっかりと受け止めながら、今

年度になってしまいましたけれども、こういった検討会を立ち上げて検討を始めていきた

いと考えているということでございます。 

【委員】  分かりました。漫然と調査しても明確に課題が浮かび上がってこない可能性も

あるので、できればインタビューなどによって、具体的にどういう課題が現場で起こってい

るかを効率的に把握するとよいのではないかと思います。 

【港湾計画審査官】  分かりました。 

【分科会長】  そのほか、よろしいですか。 

【委員】  港湾管理者殿と国土交通省港湾局殿とが密接な施策のすり合わせ及び現場の

課題を洗い出されるということは非常に有意義なことだと存じます。特にＣＮＰ等新しい
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動きがある中で、個々の現場での進捗はばらつきがある、あるいは成功事例を横展開する紹

介の場としても非常にいいことかと思います。これで取りまとめされた結果、対外的に公表

できるもの等がございますれば、発信いただくとともに、この検討会にもフィードバックい

ただけると、委員の皆様方からのまた新たなる視点の御指摘等をいただけるかと思います

ので、よろしくお願いしたいと思います。 

 以上です。 

【港湾計画審査官】  かしこまりました。最終的な取りまとめの発表、それから途中段階

でもお諮りすべきことがございましたら、ぜひ御意見をいただきながら進めていきたいと

思いますので、またいろいろ御指摘等をいただければと思います。ぜひよろしくお願いいた

します。 

【委員】  今、委員がおっしゃったこととちょっと似たコメントになり恐縮ですが、発言

させていただきます。このアンケートの目的についてです。１ページ目を拝見すると、技術

力維持や、予算確保が厳しいので効率的かつ効果的に港湾計画を策定するという点に言及

しておられます。先ほど委員がおっしゃったＣＮＰもそうですし、洋上風力もそうですけれ

ども、現在の港湾のあり方については新たな課題がたくさんあると思います。そういった新

たな課題について、どのような取組をしていくかを考えるための素材になるような内容の

アンケートにしていただきたいと思います。そして、その結果が新たな港湾の機能も考慮に

入れて、日本全体として戦略的に港湾の整備が進められるような、そういう内容にしていた

だけると大変よいのではないかと思います。よろしくお願いいたします。 

【分科会長】  委員、お願いします。 

【委員】  すみません、ありがとうございます。今回せっかくアンケート等を取られて課

題を浮き彫りにされたときに、解決策をどうやって示していくのかと。結構短期間で課題の

集約というところまで行くと思うんですけれども、そのときにやはりＤＸを絡めていただ

いて、知見を蓄積していただいて、二度手間にもならないように、それを見れば港湾計画が

非常に立てやすくなるような業務フローのようなものをしっかりいろんな県の方たちが利

用できるような形で示していただくと、こちら側も楽になるし、あちら側も非常に楽になる

し、技術的な要素も落ちないし、漏れもダブりもないような、そういった仕組みを一つ一つ

積み上げていく中においてとてもいい例になると思いますので、ここをしっかり検討して

いただくことで、ほかにも波及させていただくようないい事例としてぜひ構築していただ

けたらと思いました。 
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 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。委員の皆さんから、この検討会の重要性を改め

て御指摘いただけたと思います。 

【理事】  この前の港湾分科会で、以前、沖縄の中城湾港の改訂案件が審議されました。

そのときに那覇港との関連が大きな課題として審議されました。那覇港がすごく混雑して

いる中で中城湾港がどういう役割を担うのかなど、１つの港にとどまらずないエリアとし

ての港湾間の機能分担の考え方とか、そういったところが今後非常に大事になってくると

思います。他にも高松港と坂出港で一緒に港湾の役割分担を検討しているというようなこ

ともありますので、広域的な観点ということもぜひ考えていただけたらと思いました。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。以前の港湾分科会においても港湾計画のフォロ

ーアップの重要性について議論してまいりました。、図らずも、その方向性に関して１つの

ご提案を頂きました。引き続き検討を進めていきたいと思います。 

 委員、お願いします。 

【委員】  知事会のお話があったというので少し見せてもらっていました。結局、費用が

随分かかっているという、そこについての御意見だと思うんですよね。そういう意味で言う

と、共通化できるような調査とか、あるいは国のほうで持っておられるデータの共有化とか、

先ほど御意見のあったような話で、できるだけ効率化できるような知識ベースでの情報の

シェアというか、そういったものをお考えいただけるような落としどころみたいなところ

を御準備いただいて、多分、国のほうとしましても予算化されなきゃいけないと思うんです

が、少しそういうような話をしていくといいかなと思っております。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございます。よろしいですか。 

【港湾計画審査官】  大変多岐にわたる御意見、ありがとうございました。しっかりと港

湾管理者の方からの御意見を伺いながら、より具体的な改善につながるアウトプットをし

っかりと我々としても検討していきたいと思っております。また、広域的な視点というお話

もありましたので、そういったところもどういった形で対応していけるのか、そういった点

についても今後、いろいろ検討していきたいと思いますので、ぜひよろしくお願いいたしま

す。ありがとうございました。 

【分科会長】  それでは、時間になっておりますので、次の議題に移りたいと思います。 
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 報告事項の「洋上風力発電の導入促進に向けた最近の状況」について、事務局から説明を

お願いいたします。 

【海洋利用開発室長】  海洋・環境課海洋利用開発室長でございます。それでは、資料４、

洋上風力発電の導入促進に向けた最新の状況を御説明させていただきます。 

 １ページめくっていただきまして、２ページを見ていただければと思います。前回、３月

に御説明をさせていただきました以降の主な動きを時系列で書かせていただいております。 

 １番目、基地港湾に関してでございますけれども、将来的に基地港湾の指定見込みのある

港湾（埠頭）に係る港湾管理者への意向確認の調査を５月１３日まで実施しております。 

 次、３月１８日でございますけれども、公募しておりました秋田県八峰町及び能代市沖に

つきまして、スケジュールの見直しを公表したということでございます。その関連でござい

まして、洋上風力促進小委員会を３月２２日、５月２３日、５月３０日、６月２３日という

ことで、見直しについて４回検討しておるところでございます。 

 あと、４月２６日でございますけれども、昨年６月１１日に初めて事業者を選定しました

長崎県五島市沖におきまして、公募占用計画の認定を初めて行いましたということ。あと、

新たな促進区域の指定に向けた動きといたしまして、５月３１日と６月２０日でございま

すけれども、有望な区域であるここの２つの海域におきまして、地元協議会の意見が取りま

とまったということでございます。 

 次のページ以降で詳細に説明させていただきます。まず、３ページでございます。いつも

御説明させていただいております促進区域の位置図でございます。変わったところでござ

いますけれども、真ん中の有望な区域、男鹿、潟上と村上、胎内、西海の島につきまして、

それぞれ地元の協議会が１回または２回開催されているというところでございます。 

 次、４ページを御覧いただければと思います。こちらは五島市におきます公募占用計画の

認定ということでございまして、４月２６日に初めて認定をいたしました。内容といたしま

しては浮体式でございます。２.１メガ基を８基置くということでございまして、９月１日

から工事を始めまして、２０２４年の１月１日から運転を開始するということを聞いてい

るところでございます。 

 次、５ページでございます。先ほどもお話ししましたけれども、評価の基準について見直

しをするということでございまして、この港湾分科会の下部組織であります洋上風力促進

委員会で実施しているということでございまして、これまで４回開催いたしまして、考え方

を検討していただいております。６月２３日に行いましたところで、座長と委員長の一任を
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いただいたということでございますので、今後、パブリックコメント等をしていきたいとい

うふうに考えています。 

 どのような見直しをしたのかというのは６ページでございまして、前回までの公募と基

本的に大筋の変更はしないということを考えておりますが、大きく変更したものといたし

まして、１つ目といたしまして、早期の運転開始を高く評価していくと。 

 ２つ目は、事業実現性点、１２０点・１２０点で下に図がありますけど、右側の１２０点

が必ず最高得点者が満点になるように見直しをするということです。 

 ３点目でございますけども、落札制限をかけるということでございまして、前回、３つ総

取りの結果になっておりますけれども、落札制限を設定していきたいということでござい

ます。 

 今後でございますけれども、「一般海域における占用公募制度の運用指針」についてパブ

リックコメントを実施していきたいというふうに考えているところでございます。 

 次、７ページでございます。基地港湾の内容でございます。前回も御説明させていただき

ました。前回からの変更点といたしましては、３月１１日に港湾管理者に対しまして意向確

認を開始して、５月１３日に意向が出されたところでございます。現在、事務局におきまし

て内容を精査しておりまして、一度、洋上風力促進小委員会のほうで審議をしていただいた

上で、７月から８月頃に、将来的に基地港湾の指定見込みのある港湾（埠頭）を整理・公表

していきたいというふうに考えているところでございます。 

 次、８ページをお願いいたします。今後の促進区域の指定に向けた流れを書かせていただ

いております。一番下の枠囲みの中に書かせていただいております長崎県と新潟県の区域

につきましては、先ほど御説明しましたとおり、地元の協議会が取りまとまりました。今後、

関係省庁協議などを経まして、促進区域に指定していくことを予定しております。まだほか

にも有望な区域の中で進んでいるものがありますので、間に合いましたら、一緒に促進区域

に指定する手続をしていきたいと考えているところでございます。 

 次、９ページでございます。秋田港、能代港、これまでも何度も御説明させていただいて

おります港湾区域内の中で一番早いプロジェクトでございます。今年、夏の運転の開始を予

定して準備を進めているというところでございます。 

 １０ページを見ていただきますと、工事の進捗状況の写真を載せさせていただいており

まして、今、現場に行きますと、右側２つの写真のように、黄色いトランジションピースが

海面に出ているというところでございます。 
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 あと、左下でございますけれども、基地港湾のところにプレアッセンブリしたタワーが今

１６本立っている状況でございまして、その前にＳＥＰ船が来ているということでござい

ます。今、タワー、ナセル、ブレードの積み込みをしているところでございまして、あした

出港して、７月１日から能代港の据付けを開始すると聞いているところでございます。 

 最後、１１ページでございます。港湾区域内の石狩湾新港におけるプロジェクトでござい

まして、こちらにつきましても、５月から洋上の工事に着手をしたということでございまし

て、来年度中には運転開始を見込んでいるというところでございます。 

 説明については以上でございます。 

【分科会長】  ただいま説明のありました内容について、御質問等ございましたら発言を

お願いいたします。いかがですか。 

【委員】  洋上風力発電の推進は、我が国が目指す２０５０年カーボンニュートラルに不

可欠ということで大変重要だと認識しております。洋上風力発電は、建設、設置、機械製造、

入手、発電、送電、海上輸送など、多分野に幅広くまたがる事業を統括的に行うものであり

ます。我が国海運界としましては、洋上風力発電で先行する欧州などで支援活動等の経験を

有する会社もございますし、さらに２０５０年カーボンニュートラルに挑戦する中、船舶の

推進力として風力利用を研究する会社もございます。こういった中、最優先課題である安全

に関しても、設置海域の航行など経験を有しておりますので、我々もこの洋上風力発電に貢

献していきたいと考えています。 

 そういうような幅広い分野にまたがるということで、我が国に現在、幅広い分野の知見を

有した人材が十分集まっているというわけではございません。また、この洋上風力発電設備

の設置に伴う航行上の影響でありますとか、管理上の問題であるとか、まだまだ未知の分野

がございますので、そういったような知見をどのように集約していくのか。そういう御計画

があれば、その辺をお伺いしたいということと、それから、拠点整備の対象となる港に対し

て、具体的な支援措置というのはどのようなことをお考えなのか御教示いただければと思

います。 

 以上です。 

【海洋利用開発室長】  ありがとうございます。２点いただきました。 

 １点目の人材をどのようにしていくのか、知見をどうやって集約していくのかという点

でございます。こちらにつきましては、経済産業省と協力しまして、いろいろな業務を出し

ている中で、何が足りないのか何が必要なのかというのを調整させていただいているとと
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もに、風力の団体ということで日本風力発電協会というところがございます。そちらとも協

力をして、どのような人材が足りないのか、必要なのかというのを今洗い出しているところ

でございまして、そうした中で、足りないものについてどうしていけばいいのかというのを

関係省庁の中で協力してやっていきたいと考えているところでございます。 

 ２点目の御質問にありました拠点整備、基地港湾の整備でございますけれども、こちらに

つきましては、既存のスキームでございます直轄事業で整備をしていくということを考え

ているところでございます。 

【委員】  ありがとうございます。 

【分科会長】  よろしいですか。 

【委員】  ありがとうございます。今、お話に出ました基地港湾ですけれども、それぞれ

の地方でやっていただく地域的な取組も必要かと思いますけれども、今、直轄事業とおっし

ゃったように、日本全体を見て、基地港湾がどの範囲の地域をどのようににカバーし、それ

ぞれの地域間でどう連携を取るかということを考えていく必要があろうかと思います。今

はまだ、洋上風力発電施設は沿岸に近いところにしか設置されていないと思いますけれど

も、これから先、沖合に施設が出ていくとすれば、ますます基地港湾がどのように連携して

効率的な洋上風力発電を実現するかが大事になっていくかと思います。この点も御検討い

ただければと思います。 

【海洋利用開発室長】  ありがとうございます。重要な視点だと思っております。我々港

湾局といたしましても、昨年度でございますが、２０５０年カーボンニュートラルに向けた

基地港湾の在り方に関する検討会を実施しておりますが、先生には参加していただいてお

ります。そうした中で、将来的に必要となる港湾はどのようなものかというのを整理させて

いただきまして、その結果を受けまして、まずは着床式に必要となります基地港湾を１つず

つ選んでいかなければいけないということで、まず各港湾管理者に対しまして、指定見込み

のある港湾（埠頭）の意向確認をしているというところでございます。 

 先生の御指摘でありますさらに沖合の、例えば浮体式についてどのように対応していく

のかということにつきましても、一定程度は先ほどお話ししました基地港湾の在り方検討

会で検討しているというところでございますけれども、洋上風車の世界は極めて進歩が早

いということでございますので、そのような動向を見つつ、また必要がありましたら改めて

追加の調査等をしていきたいというふうに考えているところでございます。 

【分科会長】  ありがとうございました。よろしいですか。時間が押していますので、次
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の議題に移りたいと思います。 

 次は、報告事項の「海底火山『福徳岡ノ場』の噴火に係る港湾分野の対応」について、説

明をお願いします。 

【海岸・防災課長】  海岸・防災課長でございます。よろしくお願いいたします。海底火

山「福徳岡ノ場」の噴火に係る港湾分野の対応について、アップデートの状況を御報告した

いと思います。 

 最初のページ、１ページ目でございます。港湾への軽石漂着の状況でございます。６月２

１日時点で、港湾法上の港湾でございますが、合計で９２港で軽石の漂流・漂着を確認して

おります。最近は新たな漂着というのは見られなくなっていたのですが、６月１５日に三重

県の尾鷲港で漂着が確認されております。国土交通省では、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣を行

うなど各種支援を行ってきました。そのうち沖縄県の運天港での取組につきまして、３月の

港湾分科会からアップデートがございますので、次のスライドで紹介したいと思います。 

 ２ページ目でございます。運天港における軽石除去についてでございます。港湾管理者の

沖縄県からの要請を受けまして、昨年の１２月１０日から、港湾法第５５条の３の３の規定

に基づきまして、国による運天港の港湾施設の一部管理を実施し、軽石の除去作業を海上か

ら実施し、支援をしてまいりました。６月９日をもちまして、国による一部管理を終了した

ところでございます。 

 スライド右側の写真、上が１月８日時点の状況でしたが、下が６月５日時点で、御覧いた

だきますとかなりきれいになっていることが見てとれるかと思います。これまでに国と県

合わせまして約６万３,０００立米の軽石を回収し、主な航路・泊地に影響を与える軽石は

おおむね除去しております。局所的に軽石が残存してございますが、災害復旧事業として、

県が陸上からの除去作業を継続中でございます。 

 次のページをお願いします。３ページでございます。軽石の埋立て処分についてでござい

ますが、運天港で国が除去しました軽石は、現在、沖縄県中部、東海岸側の、運天港から少

し南にございます中城湾港に仮置きをしております。この中城湾港の泡瀬地区の直轄土砂

処分場に埋立て処分を行う予定としております。 

 ４月１１日には、内閣府の沖縄総合事務局より沖縄県に対して、公有水面埋立法に基づく

変更承認申請を提出済みでございます。なお、埋立てに当たっては、中城湾港の泊地整備に

伴って発生する浚渫土砂と軽石を混合して処分することにしておりまして、その技術的検

討を行うための浚渫土砂と軽石の混合材の強度試験の実施に加え、有識者を構成員とする
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技術検討委員会を設置し、除去した軽石の埋立て処分手順を３月２３日に取りまとめて公

表したところでございます。 

 ４ページ目をお願いします。最後に、今後に備えての取組等を御説明いたします。今後、

同種の事案が発生した場合に備え、災害対策基本法に基づく政府全体の防災基本計画に航

路の障害物除去等に関する記述が追加されております。これらを踏まえ、国土交通省防災業

務計画にも同様の記載内容を追加したところでございます。国土交通省としては、こういっ

た同種の事案が発生した際に早急に対処できるよう、随時、港湾管理者や港湾関係者が参加

する各種会議で知見の共有を図ってまいりたいと考えております。 

 以上で御説明を終了いたします。 

【分科会長】  ただいまの報告について、何か御質問ございますか。よろしゅうございま

すか。 

 それでは、次の議題に移りたいと思います。報告事項の「福島県沖を震源とする地震にお

ける港湾分野の対応」について、説明をお願いいたします。 

【海岸・防災課長】  引き続きまして、福島県沖を震源とする地震に関しての御説明をい

たします。１ページ目をお願いいたします。 

 今年の３月１６日、マグニチュード７.４、最大震度が６強の福島県沖を震源とする地震

が発生いたしました。港湾について言いますと、国際拠点港湾の仙台塩釜港、あるいは重要

港湾相馬港、そして地方港湾５港で被害が発生いたしました。中でも、相馬港で被害が大き

く、現在も荷役ができない、あるいは重量物の荷役に制約があるという岸壁が存在している

状況でございます。その他の港は、被害はございましたが相馬港ほどではなく、現在は利用

可能となってございます。 

 次のページをお願いいたします。２ページ目でございますが、目立った被害のございまし

た仙台塩釜港の石巻港区と、先ほど御紹介いたしました相馬港について状況を説明いたし

ます。 

 まず、仙台塩釜港の石巻港区の被災概要でございます。写真にございますように、複数の

施設におきまして、岸壁の背後の沈下・亀裂等が発生いたしました。そして、石巻のメイン

バースであります雲雀野地区の中央岸壁で当初使用が制限されましたが、応急復旧工事を

進め、発災から５日後の３月２１日までに応急復旧工事が完了いたしまして、その翌日、２

２日には原木運搬船が接岸して荷役が再開されております。その後、本格復旧工事も開始し、

今月６月２０日に中央岸壁の一部区間では工事が完了済みとなっております。 
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 次のページをお願いいたします。相馬港では、今回の地震の最大震度である６強を観測し

ております。スライド右の中段に最大加速度のほかの地震との比較を載せております。相馬

港では、今回の地震で最大加速度６５７ｇａｌを観測しておりますが、実は東日本大震災で

の最大加速度は３８２ｇａｌであったと推計されております。また、昨年の２月に福島県沖

の地震があり、相馬港で震度６を経験しておりますが、そのときの最大加速度は３６６ｇａ

ｌでした。あくまで瞬間的な加速度という点でございますが、実は今回のｇａｌのほうが東

日本大震災よりも大きいものでございました。 

 こうした中で、相馬港では、公共岸壁１５バースございますが、これらが岸壁の海側への

変位等が生じ、岸壁背後に段差あるいは傾斜などの被害が発生しております。なお、地震発

生直後では、耐震強化岸壁を含む４バースのみが使用可能という状況でございました。その

後、港湾管理者の福島県と国が連携して応急復旧工事を進め、３月末までには９バースが利

用可能となり、４月１９日にはもう１バースが利用可能となっております。これまでに耐震

強化岸壁などを活用しつつ、順次、復旧資材の荷役や物流活動の再開をしているところでご

ざいます。 

 次のページ、４ページ目をお願いいたします。相馬港の本格復旧についてでございます。

相馬港の本格復旧を早期に実現するため、４月に国、県、研究所などで構成される検討会を

設置し、今月６月３日に復旧方針を取りまとめて公表いたしました。その復旧方針の概要で

ございますが、３点でございます。 

 １点目は、おおむね２年以内の復旧完了を目指すというものです。耐震強化岸壁などの一

部の岸壁は、１年以内の復旧完了を目標としてございます。 

 そして、２点目でございますが、供用させながらの施工など、港湾利用への影響に最大限

配慮するというものでございます。 

 そして、３点目でございますが、被災した施設の被災メカニズムや被災の程度を踏まえ、

昨年及び今年の同等の地震に対して、再度災害防止の観点も考慮の上、現地に適合し、かつ

経済的な復旧断面とするというものでございます。緊急物資等の受入れを行う耐震強化岸

壁では被災直後から機能したところでございますが、今回、岸壁背後の埠頭用地で液状化が

発生したことを踏まえまして、液状化対策も実施する予定でございます。 

 以上で説明は終わります。 

【分科会長】  ただいまの報告について、御質問等がございましたらお願いします。いか

がでしょうか。 
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【委員】  御説明ありがとうございます。相馬港の件で質問です。耐震強化岸壁自体はう

まく機能したけれども、その背後で少し段差が生じたと、こういう理解でよろしいですか。 

【海岸・防災課長】  はい、そうです。耐震強化岸壁のケーソン自体に水平方向に８０セ

ンチ程度の変位が生じましたが、その結果、背後の岩ズリが揺すられて沈下し、ケーソンの

上部とその背後に段差が発生しました。さらに、その背後の荷さばき地において、液状化が

発生したという状況でございます。 

【委員】  なるほど。これは重要な教訓を含んでいるのではないかという気がしました。

これまで多くの港で耐震強化岸壁の整備が進められてきたところですが、実はその背後の

部分が機能しなければ、結局、荷役はできない。今後は、背後の部分も含めた耐震強化をす

るように対応を変えたほうがいい、という理解でよろしいですか。 

【海岸・防災課長】  御指摘のとおりだとは考えております。それを踏まえて、ケーソン

自体の水平変位が今回、設計どおりの、想定の範囲内だったのですぐに使える状況でござい

ましたが、今回の復旧に当たっては、背後の埋立て材をこれまでどおりの岩ズリではなく、

上部の個所はより軽い軽量材を使用することによって、水平変位の発生をこれまでよりも

抑える取組をしています。また、県の事業で液状化対策を実施してもらうことで、そういっ

た対応を復旧方針に盛り込んでいるところでございます。 

【分科会長】  よろしいですか。 

 それでは、次の議題に移ります。報告事項の「港湾におけるＳＤＧｓの取組について」、

説明をお願いいたします。 

【建設企画室長】  どうぞよろしくお願いいたします。資料７でございます。２ページに

なります。 

 ＳＤＧｓに関する取組でございますけれども、社会、経済、環境といった幅広い課題の統

合的な解決を目指すというものでございます。２０１５年に国連で採択されて以降、企業に

おけるＥＳＧ経営、あるいは投資、こういったものとともに、今や企業の価値向上ですとか、

競争力強化のための重要なツールとなってございます。 

 港湾政策におきましても、カーボンニュートラルポートの形成、あるいは洋上風力発電、

こういったものの導入促進といったことを目指す中で、港湾関係の業界におきましても、Ｓ

ＤＧｓ達成に資する取組への機運が高まっているところでございます。 

 一方で、資料の右側のグラフにお示ししておりますが、中小企業向けのＳＤＧｓに関する

アンケート調査結果に示されますように、特に中小企業においてはＳＤＧｓの認知度が低
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い、また、具体的な取組方法やメリットが分からない、情報が少ない、こういった課題が指

摘されているところでございます。 

 また、このＳＤＧｓでございますが、地方創生の観点から、各自治体においてＳＤＧｓ達

成に向けた取組を普及促進させるための認証制度であるとか、あるいは登録制度が創設さ

れてございますが、全国では約５０数か所程度にとどまっております。今回、港というもの

を対象にした制度でございます。こういった特定の分野を対象として全国共通で取り組む

といったような制度が今のところないというのが課題となってございます。 

 こうした背景を踏まえまして、今回、港をフィールドとして事業を展開する企業、団体等

を対象とするみなとＳＤＧｓパートナー登録制度を創設することといたしました。これは

中小企業を含めＳＤＧｓに関する取組を後押しするということにつながるよう、自社の事

業活動とＳＤＧｓの関連性について、まず身近なところから気づきを促すということ。それ

とともに、ＳＤＧｓに資する取組を見える化するということを目的としたものでございま

す。これによりまして、ＳＤＧｓの普及促進、あるいは達成に向けた取組のさらなる推進を

図りまして、ひいては我が国港湾、あるいは港湾関連産業の魅力向上、将来にわたる持続可

能な発展に貢献できればというふうに考えてございます。 

 次の３ページ目でございます。こちらはＳＤＧｓと、企業が行うＣＳＲ、あるいはＥＳＧ、

これと今回の登録制度との関連性、関係性を模式的に整理をしたものでございます。左側に

サステーナビリティの確保というものがございますが、これが社会全体が達成しようとす

る目標でございます。そのために設けられたのが、いわゆるＳＤＧｓ１７のゴールというも

のでございます。こうした社会からの要請の中で、企業はその責任を果たすためにＣＳＲ経

営に取り組んでいるところだと認識しております。その中で、様々なステークホルダーから

評価を受けたり、あるいは投資を受けると、こういったことがございます。これらを受ける

ために、具体的な取組に関する情報開示が行われておるわけでございますが、これがいわゆ

る、ＥＳＧ（環境・社会・企業統治）経営であると。企業はこのＣＳＲ、あるいはＥＳＧの

取組を通じてＳＤＧｓに貢献するという関係性であるというふうに認識しております。 

 一番下のところに記載しておりますのが今回の登録制度でございますが、今回の登録制

度を通じまして、右側に記載させていただきましたが、港湾関連企業が行っている、あるい

はこれから行おうとしている様々な取組とＳＤＧｓとの関連づけを整理した上で、これを

登録、公表いただくことによりまして、最終的には、港湾の持続可能な発展に寄与すると、

こういったコンセプトとしてございます。 
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 続いて４ページ目になります。制度の概要（その２）のところでございます。今回の募集

の対象でございますが、港湾における様々な事業活動を行う企業、団体等でございます。重

要なのは、ＳＤＧｓ達成に向けた取組を実際に実践している、あるいはその意欲がある方々

というふうにしてございます。 

 手続の流れにつきましては、登録希望者から港湾局へ申請書を提出いただき、審査をいた

します。幅広く普及していくという観点から、チェックリスト形式の申請書によりまして書

類作成の負担を軽減するということ。特に中小企業でも取り組みやすい仕組みを導入して

ございます。また、事業活動とＳＤＧｓの関係性、あるいは今後の取組に対する気づきが得

られやすいように、申請の内容を工夫したいというふうに考えてございます。 

 評価項目でございますが、経済、環境、社会、大きく３つの分野で自己の取組を評価いた

だきます。各分野１つ以上、それぞれ取組があるということを要件とさせていただこうと考

えております。また、最近では、ＳＤＧＳウォッシュ、いわゆる見せかけのＳＤＧｓという

ことも指摘されてございます。これを回避するためには、透明性と説明責任を果たすという

ことが大変重要になってまいります。達成状況につきまして、定期的な報告及び公表を求め

ていこうというふうに考えてございます。具体の頻度は、会社であれば年に一度のコーポレ

ートレポート取りまとめですとか、あるいは事業報告というものがございますので、この頻

度と同じ形で運用していこうというふうに考えてございます。 

 審査を行いました後、問題なければ登録証を発行いたしまして、事業者のホームページ等

で公表いただくなどＰＲに活用いただいて、さらに取組を推進していただきます。また、港

湾局におきましても、当局ホームページにおきまして、企業、団体名やその取組内容を紹介

させていただこうというふうに考えてございます。 

 続いて５ページ目、引き続き、制度の概要（その３）というところになります。主なメリ

ットでございます。先ほど御説明いたしました登録証の交付ですとか、シンボルマークの使

用、さらには港湾局ホームページでの事業者の取組紹介をさせていただきます。これらによ

りまして、副次的には事業者のイメージ向上であるとか、従業員の方々のモチベーションア

ップ、ステークホルダーとの連携強化など、こういった効果が期待されるのではないかとい

うふうに考えてございます。 

 なお、シンボルマークでございますが、港の風景として多くの人々の印象に残り、存在感

のあるガントリークレーン、それと国内外をネットワークで結ぶコンテナ船、その下に、１

７色に輝く穏やかな波を表現し、港で営まれる諸活動の象徴として図案化をさせていただ
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いたものになっております。 

 なお、募集のスケジュールでございますが、本日の分科会の後に港湾局におきましてホー

ムページを立ち上げまして、制度の紹介ですとか募集要項のほか、関係業界団体の方からの

メッセージ、あるいは各地方整備局の取組など、コンテンツを掲載してまいりたいというふ

うに考えてございます。 

 一定の周知期間を置きまして、７月の上旬から９月の上旬にかけまして、登録の希望者を

募集いたしまして、最終的には９月の下旬に登録者の決定・公表、それから登録証の交付な

どを行う予定としてございます。ＳＤＧｓが採択されたのが９月２５日ということで、その

前後、国連機関でＳＤＧｓ週間というふうに定めてございます。世界各地で普及啓発イベン

トが開催されておりますので、こういった時期に合わせて公表することで、さらにプレイア

ップ効果を高めてまいりたいというふうに考えてございます。 

 参考でございますが、次の６ページになります。ＳＤＧｓに関する各種制度について簡単

に御紹介をさせていただきます。上の表でございますが、登録認証等の制度についてまとめ

ています。一番上のところに、内閣府が地方創生の一環といたしまして、地方公共団体向け

に登録認証等の制度を構築するためのガイドラインというのを作成しております。これに

基づいて各自治体で制度が創設されておりますけれども、例えばその１つ下に、横浜市では

Ｙ－ＳＤＧｓという、これは事業者の取組を３つの区分で第三者機関が認証するという制

度を運用してございます。新潟県では、県内に所在する建設業を対象とした登録制度という

ものが設けられております。全国に自治体で約５０か所の制度が創設されているという状

況でございます。また、表彰制度なども、政府あるいは自治体のほうで行われているという

ものになっております。 

 続いて、７ページでございますが、先ほど御紹介いたしましたが、内閣府が作成いたしま

した地方創生ＳＤＧｓ登録・認証等制度ガイドライン、このガイドラインでは、３種類の制

度モデルが用意されてございます。左から、宣言、登録、認証となってございます。宣言は

事業者様の意思表示のみで、敷居は比較的低いという制度になってございます。 

 登録は、事業者の取組内容ですとか、自己評価等を登録するということでございまして、

宣言よりも実効性に重きを置いた制度となってございます。 

 認証は、金融機関からの支援等とひもづいた形で運用されてございまして、そういった関

係から第三者機関がＳＤＧｓに係る取組状況をしっかりと評価し、そしてその上で認証す

るというものになってございます。先ほど御紹介した横浜市やさいたま市で採用されてご
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ざいます。 

 今回のみなとＳＤＧｓパートナー登録制度でございますけれども、宣言と登録を合わせ

たような形で、一定の実効性を担保しながらも、取り組みやすい制度を目指して創設をして

いるところでございます。 

 駆け足で恐縮でございますが、説明は以上となります。よろしくお願いいたします。 

【分科会長】  ありがとうございました。それでは、ただいまの報告について、御質問等

がありましたら、よろしくお願いします。 

【委員】  ありがとうございました。こういった登録制度ってとても大切で、気づきをも

たらすという意味でも推進していただくのはとても大事だと思うんですけれども、例えば

登録を抹消されるようなケースはどういったものを想定されているのかとか、そういった、

進めるだけではなくて、こういった場合には抹消されますよとか、そういう御案内も含めて

の登録制度だと思いますので、いい例をさらに奨励していくということも含めて、例えば３

年後に、非常に全うできたところには何か金バッジがつくような、シンボルマークじゃない

ですけど、どんどんグレードアップしていって、やればやるほど非常にみなとパートナーと

して褒めていただけるような、ただ単にずるずると登録していくんじゃなくて、いろいろこ

れを基にして発展させていただきたいですし、逆に抹消されるケースもありますよという

こともきちんとお伝えして、健全な発展をしていただければいいかなと思いました。 

 以上です。 

【建設企画室長】  ありがとうございます。まず、抹消の仕組みについてでございますが、

もちろん反社会的な話はもとより、このＳＤＧｓ、先ほども御紹介した見せかけの取組であ

ってはならないと思っておりますので、こちらにつきましては、しっかりと年に一度取組状

況を事務局のほうでチェックさせていただきます。なかなか進捗していないといってすぐ

さま取り消すというのではなく、できる限りキャッチボールをしながら、しっかりと定期的

な評価をしていただくように心がけていきたいというふうに考えてございますし、あと、さ

らなるインセンティブというか、こういったものを考えていかなければならないと思って

います。 

 まずは現状で言いますと、港湾の関連企業さんで言いますと、大きなところでは、例えば

日本港運協会さんがそうだと思います。会員企業さんは１,０００社以上ございますし、例

えば港湾の建設関係団体も１,０００社以上の会員の方々がおられます。様々なところでヒ

アリングをさせていただきますと、まだこれから実態上始めるというところになっており
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ますので、まずは入りやすい、取り組みやすい仕組みから導入していただいた後に、非常に

優れた取組に関しては何らか、その状況を見ながら、例えば表彰制度を設けるとかというふ

うに考えていきたいと思っております。 

【理事】  御紹介をいただきましたように港運協会でも昨年の夏以降、会長のイニシアチ

ブに基づき、ＳＤＧｓ、ＥＳＧの検討会をスタートさせております。その目的は、人手不足、

職場環境の改善、そういったことのためには、企業自体が人を迎えられるような環境をしっ

かりつくっていかないといけないということで、各企業さんが自発的な目標を設定し、それ

に対しやれるところからやっていこうということです。３回の検討会の中では、各メンバー、

会員の皆さんに、何が今課題か、どういうところをやろうとしているかについてまずアンケ

ートをしました。４つの柱、環境面、安全面、ＩＴの活用面、こうした柱を設けまして、今

行っている取組、これから行うべき取り組みを整理しました。 

 現在は、まず、各企業がどのぐらいＣＯ２を出しているのかとの数字をしっかりつかもう

としています。それを１つのメルクマールとして、データを持って、少しずつさらに進めて

いけるようにしようという取組をしております。こうした港湾運送事業者の取組をすごく

エンカレッジしていただける制度だと思っておりまして、感謝を申し上げます。 

 その観点で１点質問ですが、実は、港湾運送事業者の中で、国内での取組に加えて、海外、

例えばレムチャバン港での運営をされている企業があります。海外港湾の場合、海外のライ

バル社などもSDGｓにかかるいろんな取組をしています。特に海外の港湾の現場の場合には。

ＣＯ２関係の削減をより求められるようなところもございます。 

 そこで、海外に出ていらっしゃる港湾運送事業者は、自分たちの努力で緑化などSDGｓの

取り組みを自社の費用負担でいろいろ頑張ってやっているんです。そういった海外でのい

ろんな取組というのも一つ参考になりますし、そういったところも、例えばこの制度の中で

その対象に含めていただけるのであれば、海外に進出している、しようとしている事業者を

エンカレッジすることにもつながるのかなと思います。国内での取組に加え、海外での取組、

についても事業者の取組として取り上げていただけたらいいと思いました。 

 それから、まずは登録というところからスタートし、今後裾野を広げていく中で認証、表

彰といったところにつなげていただけることは非常にありがたいことだと思っております。

まずは裾野を広げるところからのスタートですが、いずれはそういった認証、表彰に発展し

ていただけたらと思います。 

 以上です。 
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【建設企画室長】  ありがとうございます。御質問のございました海外での取組について

でございますが、これは国内外問わず、事業者さんがＳＤＧｓの取組をやっているものは全

く問題ございません。こういった好事例を登録・公表いただくことが、ひいては、このみな

とＳＤＧｓパートナーになられる方々のお手本になると考えてございますので、全体的な

ムーブメントということをつくり上げるためにも、幅広く登録いただきたいと考えてござ

います。ありがとうございます。 

【分科会長】  オンラインのほうで、委員のほうから手が挙がっておりますが、よろしく

お願いします。 

【委員】  ありがとうございます。先ほども御意見がありましたが、登録・認証の抹消と

いうものも考えていかなければならないのかなと思います。まずは、この登録制度はＳＤＧ

ｓの認識を高めるという意味では非常にいい取組かと思いますけれども、本来の目的は、持

続可能な社会をつくるということであって、手段が目的になってしまうのではないかとい

う感じもしないわけではありません。例えば、年１回の報告、登録をして報告をする、それ

が結局、本当は手段なのに目的にすり変わってしまうのではないかということで、それに対

してどのように対応されるのかということを少しお話しいただければと思います。 

【建設企画室長】  ありがとうございます。これもなかなか難しい課題だとは思います。

この制度を運用するに当たってですね。御指摘のとおり、今回の制度をつくるに当たりまし

て、より多くの方々に参加をいただきたいという中で、何らかやっぱり登録いただくメリッ

トを考えたほうがいいかなというふうに、そういったことも検討させていただきました。 

 例えば、ほかの自治体なんかでは採用されてございますけれども、公共調達の際の評価に

するというようなことも１つの選択肢ではありました。そうしてしまうと、やはりまだ港の

関係ではそれほどＳＤＧｓに対する取組が普及していない中ですので、そういう中に制度

をつくって、それが直接そういったインセンティブみたいなものにつながってしまうと、こ

の制度に乗っかることそのものが目的化してしまうのではないかというふうに考えました

ので、まずはそういったプラスアルファの目的、インセンティブを置かないで、純粋にＳＤ

Ｇｓの取組について登録をしていただく、あるいはそれをしっかりと評価していただくと

いうことにさせていただきました。ですので、一つ一つの事業者さんとしっかりとＳＤＧｓ

に関する取組がなされているのかということを粘り強くキャッチボールしながら、まずは

運用をスタートさせていただきたいと思っております。それが何かしらのメリットを生む

という、好事例とかそういったものがあれば、随時そういったものを、ホームページを通じ
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まして積極的に発信していきたいというふうにも考えてございます。 

【分科会長】  あと、オンラインの委員、御質問ですか。 

【委員】  いえ、ただ一言、コメントを書いただけです。ジャパンアワードがあるようで

すので、これも総理大臣が関係されているようですから、国交大臣のほうからこういうとこ

ろへ御登録されたようなものを、何かいい事例があれば、その都度報告いただけるようなこ

とをされれば非常に励みになるのではないかなと思いましたので、ちょっとコメントだけ

差し上げました。 

 以上です。 

【建設企画室長】  ありがとうございます。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 それでは、次の議題に移りたいと思います。報告事項の「港湾の中長期政策『ＰＯＲＴ２

０３０』の進捗状況について」、説明をお願いいたします。 

【企画室長】  よろしくお願いいたします。私のほうから、資料８に基づきまして、港湾

の中長期政策「ＰＯＲＴ２０３０」の進捗状況についてご報告差し上げます。 

 資料をお手元に取っていただきまして、２枚めくって３ページをお願いいたします。港湾

の中長期政策「ＰＯＲＴ２０３０」でございますが、こちらは２０３０年頃の将来を見据え、

我が国経済・産業の発展及び国民生活の質の向上のために港湾として果たすべき役割、今後

特に推進すべき港湾施策の方向性について、平成３０年７月に取りまとめを行ったところ

でございます。 

 その取りまとめの過程におきましては、下の年表みたいなものにあるとおり、まず、最初

にＰＯＲＴ２０３０研究会という形で、港湾局の若手職員を中心に議論を進めさせていた

だき、方向性を取りまとめた上で、この交通政策審議会港湾分科会において非常に数多く回

数を重ねて議論をいただいたというものでございます。 

 今回、ＰＯＲＴ２０３０が策定されてから４年が経過したということでございます。その

間、個別施策については、先ほど幾つかの報告事項があったように、個々でご報告はさせて

いただいたところでございますけれども、一旦、全体としてどういう状況かということを取

りまとめさせていただきまして、施策実施に当たっての優先順位や方向性の変更、あるいは

新たな課題への対応ということについて整理を行いたいというものでございます。 

 過去に、審議会でご議論いただいたものでございますが、当時からは代わっていらっしゃ

る方もおられますので、簡単に概要について振り返りたいと思います。 
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 ４ページを御覧ください。こちらはＰＯＲＴ２０３０の構成ということで、大きな枠組み

については、国内外の社会情勢の展望ということで、社会情勢がどうなるかということを踏

まえた上で、例えばインバウンド客が増加したりとか、インフラの老朽化が進んできたりと

か、そういった背景を踏まえ、また港湾施策として進むべき方向としての基本的な理念とし

て、例えば「賢く」使うなどは、施設の有効活用をしていこうといった視点を踏まえて、右

下にあります８本の大きな柱に方向性をまとめたところでございます。各柱についての概

要を次ページ以降で簡単に振り返りたいと思います。 

 ５ページを御覧ください。まず１本目の柱、グローバル海上輸送網の構築、いわゆる国際

物流という観点でございます。国際物流に関しては、我が国に立地する企業の国際競争力を

支える効率的で安定した貿易物流サービスを提供するという大きな目標がございますけれ

ども、こちらに向けて、東南アジア地域等への直行サービスを強化していくということや、

長距離基幹航路の維持・拡大をしていくといったことを掲げてございます。また、農産品輸

出の観点についても対応していくべきだろうということを掲げているところでございます。 

 続いて、６ページ、柱２でございます。こちらのほうは国内物流体系の構築ということで、

主に内航フェリー／ＲＯＲＯ船による輸送の効率化向上ということで、自動化技術等を実

装した「次世代高規格ユニットロードターミナル」を実現していこうということを打ち出し

ているところでございます。 

 続いて、７ページでございます。柱３です。列島のクルーズアイランド化ということで、

当時、クルーズ旅客に限らないところでございますが、訪日外国人旅客が非常に増えてきた

という背景の中、我が国発着クルーズの増大を図っていくためのシートレードの開催であ

るとか、あるいは質の高い寄港地観光ルートの設計とか、そういった取組をすべしというこ

とをうたってございます。 

 続いて８ページでございます。こちらは柱４、にぎわい拠点の形成ということで、内航地

区のマリーナとかみなとオアシス、あるいは未利用地などを活用しながら、港湾区域の特徴

を活かした水域利用との一体、水域と陸域の一体利用という形での臨海部空間の再開発を

進めていくといったことをもってにぎわいや潤いのあるウォーターフロント空間を提供し

ていくということをうたってございます。 

 続いて９ページでございます。柱５です。新たな資源エネルギーの受入れ・供給拠点の形

成ということで、資源エネルギーを安定的かつ安価に供給し、サプライチェーンの強靱化を

図っていくということ、例えばバルク貨物岸壁においては、昨今、老朽化・陳腐化していく
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施設が増えてくるというタイミングでもありますので、そういった更新タイミングに合わ

せて、輸送インフラの更新、改良、強靱化を促進していこうということをうたってございま

す。 

 続いて１０ページでございます。柱６になります。こちらはカーボンフリーポートという

ふうにうたってございますが、温室効果ガス削減ということを世界的な目標として掲げて

いる中で、ＬＮＧ燃料船の導入であるとか、洋上風力発電の推進、荷役機械、輸送機械等の

低炭素化を進める、あるいはブルーカーボン生態系の活用などを図っていこうということ

をうたっているところでございます。ここの柱５、柱６が、今で言うとカーボンニュートラ

ルポートという形で進めさせていただいている施策になろうかと思います。 

 続いて柱７ございます。１１ページです。柱７については、３つのパワーポイントに分か

れて資料を用意させていただいていますが、まず１つ目、情報通信技術を活用したという一

くくりの中で、まず、サイバーポートでございます。全ての港湾情報や貿易手続を電子的に

取り扱うサイバーポートをつくっていこうということをうたってございます。 

 続いて１２ページです。こちらのほうは実際のターミナルの中で、ＡＩや自働化技術を組

み合わせて、世界最高水準の生産性を有して労働環境のよいコンテナターミナル、ＡＩター

ミナルと我々は呼んでございますが、こちらの形成を図っていこうというものでございま

す。 

 続いて１３ページでございます。柱７の３つ目になります。こちらは防災関係にＩＴを使

っていくということでございますが、監視カメラやドローンの活用などにより、港湾施設の

被災状況を早期に把握し早期に復旧できるように取り組んでいこうという考えの柱であり、

その際に、設計情報なんかをあらかじめクラウド化しておいて、点検作業の迅速化であると

か利用可否状況の共有化を早期に図っていくということをうたっているところでございま

す。 

 柱の最後です。８になります。１４ページを御覧ください。こちらのほうは、港湾におけ

るi-Constructionの推進ということで、整備においてＩＴを使っていこうというところで

ございます。３次元データを一貫して使用するためのＢＩＭ／ＣＩＭの導入であるとか、あ

るいは港湾の特徴として水中部がなかなか見えないということで、水中ソナーといったも

のを使った形での革新的なＩＣＴを測量や施工に導入していこうということをうたってい

ます。また、下のほうにありますが、こういった技術なんかの海外展開を図っていこうとい

うことをうたっているところでございます。 
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 以上がＰＯＲＴ２０３０の概略になりますが、その策定後、様々な社会情勢の変化が起き

ております。こちらを整理したのが１５ページになります。何といっても一番大きいのは新

型コロナウイルス感染症拡大ということで、非常に物流面、人流面に多大な影響を与えてい

るところでございます。物流に関しては、特にアジアと北米、特にＬＡ港の混雑というのが

コンテナ航路においては見られまして、非常に混乱しているという状況でございます。 

 それから、人流に関しましては、コロナの関係で当然、水際対策の強化という中で、国際

クルーズに至っては運航休止している状況でございます。 

 また、ロシアによるウクライナ侵攻という直近の課題としては、特に資源エネルギー関係

の輸送の脆弱性が露呈したというところにあります。エネルギー安全保障の観点等から、資

源の調達の多角化、あるいは脱炭素の加速化が必要であるということが言われているかと

思います。 

 また、カーボンニュートラル社会の要請ということで、我が国においては２０５０年カー

ボンニュートラル宣言ということをしているところでございますし、デジタルトランスフ

ォーメーションにつきましては、技術の進展に加えて、さらにコロナで非接触の取組が進む

中で、社会全体でＤＸを進めていこうということもございまして、政府においてはデジタル

庁の設置なんかのトピックもございました。 

 それから、働き方改革でございます。トラックドライバーの時間外労働に上限規制が適用

される、いわゆる２０２４年問題というものがございますし、港湾運送事業の方々、あるい

は建設業の方々においても働き手不足という大きな課題がより深刻化しているという状況

にございます。 

 こういった様々な社会経済情勢の変化が、先ほど簡単に御紹介しました８つの柱にそれ

ぞれ非常に大きく関わってきているという現状がございます。こういった中で、今の各柱の

現状をそれぞれ１枚程度にまとめたものが以降のページになります。 

 まず、１６ページ、柱１、国際物流に関してでございます。これまでの主な取組、それを

踏まえた今後の課題、施策の方向性について、それぞれ一枚紙にまとめたものでございます

が、国際物流に関しましては、国際コンテナ戦略港湾のさらなる強化ということで、集貨・

創貨・競争力強化といった取組を推進してきてございます。例えば集貨につきましては、国

際フィーダー航路の寄港便数を増やしたり、競争力強化という観点においては、水深１６メ

ートル以深の耐震強化岸壁の整備を進めてきたといったことがございますし、また、とん

税・特別とん税の特例措置を設けたり、そういった取組を進めてきましたが、先ほど御紹介
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させていただきましたとおり、コロナ禍における国際コンテナ物流の混乱という大きな課

題が突きつけられている中で、非常に我が国の物流も影響を受けているというところでご

ざいます。こうした状況を踏まえると、経済安全保障の観点からも、国際基幹航路をしっか

りと維持していかなければ、安定的な物流体系が維持できないということが明らかになっ

てきているというところでございます。ただ一方で、やはりこういった混乱の中で、基幹航

路の輸送力維持・拡大ということがなかなか難しい現状も起きているというところになっ

ています。 

 施策の方向性としましては、集貨・創貨・競争力強化といったこれまでの観点に加えて、

カーボンニュートラルポートの形成であるとか、ＤＸの推進、それから港湾の強靱化、要は

耐震化とかそういった災害に強い港湾をつくっていくという観点からもしっかりと取り組

みながら、世界に選ばれる港湾の形成を目指していく必要があるというところでございま

す。 

 また、国際基幹航路やアジア航路のシャトル航路などを総合的に捉え、単に２国間のやり

取りだけを意識するのではなくて、物流網全体を捉えたような形での分析をしっかり行っ

ていく必要があるだろうというふうに考えているところでございます。 

 それから１７ページ、柱２でございます。国内物流体系についてでございますが、これま

での主な取組といたしましては、様々な形で各地域において、荷主さんや運送事業者さんの

方々との検討会を行ってきているところでございまして、そういったことも踏まえながら、

船舶の大型化に対応した岸壁の整備、臨港道路の整備などを進めてきたところでございま

す。 

 また、新しい取組としては、敦賀港において船舶自動係留装置なんかを製作するとか、あ

るいは、ヤードにゲートがあるんですけれども、そのゲートにおけるナンバーの自動読み取

りとか、ヤード内のシャーシ位置管理に関する技術検証などを行っているところでござい

ます。 

 また、農産品輸出促進の関係では、清水港や堺泉北港において混載輸送実験とかを行った

り、温度衛生管理が可能な荷さばき施設の整備を支援しているところでございます。こちら

のほうも先ほど話がありました２０２４年問題などに伴う労働問題が非常に深刻化する中

で、海上輸送ネットワークの活用というのは今後増えてくるだろうという予測がされると

ころでございます。そういった意味で、次世代高規格ユニットロードターミナルの普及に向

けて、導入効果や運用面についての技術検証をしっかり進めるとともに、ドライバー不足に
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対応する形で、無人航送という輸送形態が増えてくるということが予測されるものですか

ら、既存のターミナルのヤード不足が非常に深刻化してくるだろうということがございま

すので、これへの対応が必要だということです。 

 それから、農産品輸出に関しましては、農産品はそれぞれ小口貨物を集めてこなければい

けないということや、それから輸出の先の販売ルートをどう確立させていくかというのは

非常に大きな課題であると考えているところでございます。 

 施策の方向性といたしましては、先ほど御紹介しましたような自動係留装置等々の技術

開発したものの検証などを基に、中長距離航路などモーダルシフトの加速化が見込まれる

ような港湾を中心に、ヤードの効率的な活用を含めたターミナルの高規格化を進めていき

たいと考えてございます。 

 また、農産品輸出に関しては、引き続き農水省さんと連携しまして、コールドチェーンを

確保するための施設整備であるとか、そういったことを踏まえた輸出促進ということを進

めていければというふうに考えてございます。 

 続いて、柱３でございます。こちらはクルーズになります。クルーズに関しましては、国

際旅客船拠点港湾というのを全国で９港指定しまして、官民による整備というのを進めて

きた中でコロナが発生したということでございましたが、コロナに対しましては、「クルー

ズの安全・安心確保に関わる検討・中間取りまとめ」という形で公表して対応に当たろうと

いうところでございます。しかし、現状、国内クルーズに関しては再開したところでござい

ますが、いまだ国際クルーズに関しては運航休止という状況でございますので、安全・安心・

な国際クルーズの再開促進が今後の課題ということでございます。 

 施策の方向性としましては、国際クルーズ用のガイドラインを今後つくっていくという

ことなどを通じてクルーズを安心して楽しめる環境づくりを行っていく、またその際には、

クルーズ旅客の満足度向上に資するようなきめ細かい情報の入手・分析等を行っていく必

要があるというところでございます。 

 続いて１９ページ、柱４でございます。これまで親水公園の整備であるとか、あるいは水

辺のライトアップといった美しい景観の形成といった事業を行ってきているというところ

でございます。また、みなとオアシスの知名度向上を行い、登録数も全国で現在１５４か所

ということで非常に増えてきているという状況。それから、釣り文化振興モデル港の指定な

んかを行ってきているところでございますが、課題といたしましては、コロナの関係で人流

抑制といったことで、にぎわいがなかなか取り戻せていないという現状がございます。それ



 -35- 

に対して、やはり地域を生かしたみなとまちづくりを進めていくとともに、民間の資金・ノ

ウハウをいかに活用していくかという課題があろうかと思ってございます。 

 そこで施策の方向性といたしましては、全国の優良事例なんかやノウハウを共有してい

くということに加えて、各地域のブランドづくりを意識したような形でのみなとまちづく

りやみなとオアシスの活性化を進めていく必要があるだろうということ。 

 それから、民間資金導入に関しては、民間の資金を活用してインフラの維持・更新などを

進めていくといった観点から、Ｐａｒｋ－ＰＦＩといった制度が都市公園の中にあったり

するものですから、こういったものと同様の枠組みを港湾の中でも取り入れていけないか

ということについて検討していければと思ってございます。 

 続いて、２０ページでございます。先ほど、柱５、柱６については、カーボンニュートラ

ルポートという形で現在進めていると申し上げましたので、柱５、柱６については１つのペ

ーパーにまとめているところでございます。 

 こちらのほうは、これまでの取組としては、国際バルク戦略港湾を進めていくことに加え

て、洋上風力発電については、全国で６区域を促進区域に指定するとともに、基地港湾とし

て整備などを行ってきているところです。それから、海洋資源の開発の拠点となる特定離島、

南鳥島、沖ノ鳥島になりますけれども、こちらの港湾施設の整備・管理を行っております。

カーボンニュートラルポートの形成につきましては、協議会を全国２７港湾２地域で行っ

ているというところでございます。また、日米やＱｕａｄの枠組みの中でも協力関係を構築

していこうということを話し合っているところでございます。 

 こういった中で、社会情勢の変化と今後の課題でございますが、やはり資源調達の多角化、

脱炭素化の加速が必要となっており、水素・アンモニア等を安定・安価に輸入できるような

最適なサプライチェーンを構築するための受入れ環境の整備を今後、臨海部再編の中でも

行っていく必要があるだろうということになります。 

 それから、洋上風力発電に関しましては、基地港湾が現状のままでは不足するだろうとい

う中で、これをどういうふうにやっていくかということが大きな課題としてございます。 

 施策の方向性としては、今年度予算より港湾管理者が行うカーボンニュートラルポート

の形成計画の策定支援の制度を設けたり、あるいは陸上電源の供給とか、低炭素型の荷役機

械の実証に関する予算なんかも御用意いたしましたので、こういったものを経産省や環境

省さんとも連携しながら進めていこうということを考えているところでございます。 

 また、基地港湾に関しましては、先ほども御紹介が報告事項の中であったかと思いますけ
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れども、基地港湾に指定見込みのある港湾を整理・公表していく予定というところでござい

ます。 

 続いて、２１ページ、柱７になります。柱７については２枚に分かれて書いてございます。

まず、１枚目になります。情報通信技術を活用した港湾のスマート化・強靱化ということで、

１つ目のサイバーポートの取組に関しまして、民間事業者間の物流手続を電子化する港湾

物流分野につきましては、第一次運用を昨年４月から開始しているというところでござい

ます。 

 それから、行政手続や施設情報を電子化する管理分野、インフラ分野については、現在、

設計・構築中というところでございます。当然、こういった中でセキュリティーの確保なん

かも同時に、政府の方針に基づきながらしっかり進めていく必要があると考えているとこ

ろです。 

 それから、ＡＩターミナルに関しましては、ＲＴＧの遠隔操作に関する支援制度を創設し

て、現在、名古屋港で導入開始をしたところでございます。また、ゲート前の渋滞解消に寄

与する「ＣＯＮＰＡＳ」の本格運用を昨年４月に行ったり、コンテナダメージチェックの支

援システムの開発、荷繰り最少化のためのＡＩシステムの開発等々を行ったりしてきてい

るところでございます。 

 将来の課題でございますが、サイバーポートにつきましては、シナジー効果を醸成するよ

うな３分野一体の運用が必要だろうと思ってございますし、ＡＩターミナルについては、今

後開発したものを各コンテナターミナルで普及させていくということをやる一方で、各タ

ーミナル特有のニーズにもしっかり対応していく必要があるだろうということを考えてご

ざいます。 

 施策の方向性としては、サイバーポートについては、ＮＡＣＣＳとか、そういった他のシ

ステムとの接続も含めた形でシステム連携をどんどん図っていこうと考えております。Ａ

Ｉターミナルについては、開発した技術の導入・普及ももちろんのこと、各ターミナルのニ

ーズに合わせた新たな技術開発をどうやって促進していこうかということについても検討

を進めていければと思ってございます。 

 それから、２２ページでございます。こちらのほうは、防災の関係を抜き出したものにな

ります。これまでの取組としては、耐震強化岸壁の整備であるとか、ＢＣＰの策定というこ

とを進めてきており、またコロナに対しては、感染症ＢＣＰをつくってきたというところで

ございます。また、災害関係の情報を円滑に収集・共有するための防災情報プラットフォー
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ムの開発を行ってきたところでございます。 

 これに対して今後の課題でございますが、やはり気候変動によって災害が非常に厳しく

なってきている中で、港湾施設の強靱化をさらに進めていかなければいけないと思います

し、また新たな課題としては、先ほど報告もあったかと思いますが、軽石の関係について、

対応できるような海洋環境整備船のネットワークの強靱化が必要なってくるだろうと考え

てございます。 

 そのほか、施設が壊れたときに早期に復旧できるように、その施設情報について即座に照

合・解析ができるような仕組みの構築が要るだろうと考えてございます。 

 今後の方向性といたしましては、政府全体として「防災・減災、国土強靱化のための５か

年加速化対策」ということを策定してございます。これをしっかり進めていくとともに、先

ほどの設計情報の共有化という観点では、先ほど御紹介しましたサイバーポートの中で港

湾インフラ分野というのがございます。こちらのほうに施設の関係の情報を蓄積していく

という枠組みをつくってございますので、こういったものと照らし合わせることによって、

早期に対策が施せるというプラットフォームを現在構築しようというふうに考えてござい

ます。 

 また、軽石等の回収に迅速に対応するための海洋環境整備船の配置の見直しとか、あるい

は外洋でも航行ができるような耐波性能の向上ということを行っていきたいと思ってござ

います。 

 すみません、長くなりましたが、柱８になります。柱８は、i-Constructionの部分だった

かと思いますが、まず１つ、これまでの取組としては、３次元データを活用すること、ＢＩ

Ｍ／ＣＩＭと称しますが、ＢＩＭ／ＣＩＭを活用している業務や工事の実施率を拡大して

いこうということを現在進めているところでございます。また、建設業の担い手確保に配慮

した発注方式の導入等の検討を行っております。それから、維持管理の関係で言えば、ＵＡ

ＶやＡＩを使った点検診断システムの開発を進めていくことで、維持管理業務の生産性向

上を進めていくとか、海外展開ということに関しましては、現在、ＯＤＡやＰＰＰの事業を

組み合わせる形で官民連携によって案件形成を行ってきているという現状でございます。 

 今後の課題でございますが、ＤＸの推進に当たっては、受発注者の中で、そもそもの技術

者が不足しているという点と、さらにＤＸをちゃんと理解している技術者が不足している

という点が大きな課題かと思います。 

 それから、今までの業務を単にデジタル化するだけではなくて、より効率化を推進できる
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ように、デジタル技術を活用することを前提とした業務全体の見直しが要るだろうという

ことを考えてございます。 

 それから、海外展開に関しては、技術力の高さは評価されている一方で、コストが高いと

いうことでなかなか進んでいない側面があろうかと思います。 

 施策の方向性といたしましては、ＢＩＭ／ＣＩＭデータを受発注者間で共有できるよう

なクラウドの構築であるとか、あるいはそういったデータを活用した高精度の遠隔操作、自

動化水中施工システム等の新たな技術開発を行っていくといったこと、それから、サイバー

ポートなんかを活用しながら、全国の点検技術の活用事例の有益な情報を管理者に共有し

たり、点検診断システムの社会実装を推進するなど、港湾管理者を技術的に支援していこう

というふうに考えてございます。 

 また、環境技術やＣＮＰの取組などＳＤＧｓの観点からの付加価値の高い技術というの

を日本の新たな切り口にしながら海外展開を推進していけないかというふうにも考えてい

るところでございます。 

 すみません、長くなりましたが、最後のページでございます。２４ページでございます。

全体の総括といたしまして、ＰＯＲＴ２０３０策定時に掲げた８つの柱についてざっと振

り返ってきたわけでございますが、これまでの社会経済情勢の変化を踏まえつつも、基本的

にはその方向性を継続することがおおむね妥当だというふうには考えているところでござ

いますが、特にその中で、コロナの関係、あるいはロシア・ウクライナ問題等を踏まえたの

国際サプライチェーンの強靱化の要請が非常に高まっていること、あるいはＤＸを進めて

いかなければいけないということ、同じくＧＸ、脱炭素化に向けての加速も行っていかなき

ゃいけないということが明らかになってきたかと思ってございます。 

 一方で、コロナによって国際クルーズに代表されるような水際、あるいは事後対応といっ

たことが非常に大きな課題となってございますし、軽石といった新たな自然災害の対応が

必要になってきているということで、うまく転換していく部分は転換していかなければい

けないということがあるかと思っているところでございます。 

 すみません、非常に雑駁に、かつ駆け足になりましたが、以上でございます。 

【分科会長】  それでは、いろいろ御質問、御意見をいただきたいと思います。委員から。 

【委員】  御説明ありがとうございました。どの施策も試行段階というところも多いです

ので、しっかり進めていっていただいて、２０３０年が来るときには、理想とされるような

状態になっているということがとても大切だと思いますので、よろしくお願いしますとい
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うことが一番なんですけれども、大変気になりますのは、資料８の中のi-Constructionの話

におきまして、こういった竣工データ、非常に精密なものになってくると思います。そのデ

ータの帰属と申しましょうか、どこがどう管理していくのかと。データは、例えば修繕が行

われたら更新をされなければいけないですし、それが例えば他国に渡るようなことがあっ

てはいけないという意味でセキュリティーの観点も必要でしょうし、その辺りの手当てま

でしっかりなされてこそ生産性は効率化するし、いろんな履歴が残っていって、その時点で

の最適な技術が適用されて修繕や更新等に活かされるということもあるでしょうし、そこ

ら辺どうなっているのかということをちょっと教えていただけるとありがたいです。 

【企画室長】  ありがとうございます。i-Constructionの関係で、しっかりデータを蓄積

していくこと自体は非常に重要な観点だと思ってございます。情報の取扱いについては、ま

さにインフラの情報が外に変な形で漏れるというのは非常によろしくない話だというのは

十分承知しているところでございます。こういった公共でつくったような施設に関しまし

ては、基本的に、例えば国でつくった施設は国が情報の所有者となって、このサイバーポー

トの取組自体も国のほうで管理する形になりますので、そちらのほうをまず国が責任を持

つ形で管理はするのですが、一方で、維持管理に関しては、港湾の施設の場合は港湾管理者、

自治体さんのほうで見ていただくというところがあって、そこの間はしっかり共有するよ

うな形を取らなければいけないということになろうかと思います。 

【委員】  ありがとうございます。もちろん自治体管理のほうのセキュリティーもしっか

り監視していただきたいと思うんですけれども、業者さんのほうにデータが残ってしまわ

ないように、きちんと消去していただくなりの担保を取っていただきたいと。今回、丸ごと

尼崎市の市民情報が外へ出てしまったかもしれないというような状態が発生しましたので、

やはり外の方たちが絡んでこられることの中においてのデータの漏えいというのが発生す

ると思いますので、そこら辺りまで目配りしていただけると安全が保てるかと思います。ど

うぞよろしくお願いします。 

【企画室長】  ありがとうございます。 

【分科会長】  今、いろいろ手が挙がっております。会場の委員、それから、オンライン

の委員、それからまた、会場の委員の順番でまずお願いしたいと思います。 

 委員、お願いします。 

【委員】  発言希望がたくさんいらっしゃるようなので、手短に。この全体のＰＯＲＴ２

０３０、それから今後の進め方、よく分かりました。基本的にこれでいいと思うんですけれ
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ども、この中でクルーズアイランド化のところです。６月１０日から水際対策が緩和されて、

最新の状況としてどうなんでしょうか。国際船クルーズが少し動き出しているのか。国内船

のクルーズはかなり動いていますよね、もう既に。その辺の最新の状況が分かれば、教えて

いただきたいということです。国際船クルーズというのは、大体ツアーの人が多いのかな。

個人客もいるでしょうけど、どうなんでしょうか。その辺の最近の状況が分かれば。 

【企画室長】  ありがとうございます。ちょっと間違っていれば、すみません、産業港湾

課のほうから補足いただければと思いますが、現状、国際クルーズに関してはまだスタート

していないというのがこの足元の状況です。エアーで来る旅客との大きな違いは人数の規

模が大きなところになると思いますので、そこの受入れ体制をしっかり地元で構築してい

くという課題がまだまだあるということかと思います。 

 ツアーかどうかということについては、エアーのほうもツアーに限定しているという形

ですが、国際クルーズは、実は来るクルーズ船の商品の売り方で、個々に来てツアーで出か

けるお客さんばかりのクルーズもあれば、かなりフリーというか、来た後、自由に行動され

るお客さんが多いクルーズも実はあったりとかして、よくたくさんの旅客を運んできて、例

えばアジア内でもあるような、中国から来るような船なんかは、基本的にはツアーの方がこ

れまでは多かったという現状があります。ただ、どんどんどんどん自由行動化というのが進

んでいく傾向になっていくというふうには見ていますが、現状、まだクルーズについては、

港での受入れについては課題を整理していく必要があろうかと思っております。 

【委員】  分かりました。ちょっとだけいいですか。まだ再開というか、動きが出ていな

いということなんですけれども、それはやっぱりビザやその他のいろんな手続きの問題で

１か月ぐらいかかると言われていますよね、６月１０日から実際に日本に入国してインバ

ウンドで入ってくるには。そういう影響なんですか。手続の問題ですか。 

【企画室長】  手続も恐らくあると思うんですけど、実際のＣＩＱの体制とか、そういっ

たことも含めてあるのではないかと思っております。すみません、これはいろんな問題が複

合的にあるかと思います。 

【産業港湾課長】  産業港湾課長でございますけれども、国際クルーズについては、今説

明があったとおり、まだ再開には至っておりません。国際クルーズですと、国内クルーズと

違いまして、外国船籍の船舶は、必ず海外の港に寄らないと運航ができないルールがござい

ます。そうしますと、日本に帰ってきたときは検疫などの体制が必要になってまいりますの

で、政府全体で観光政策や水際対策を踏まえ、総合的に判断することになります。現在日本
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ではまだ再開に至っていないということでありますが、世界的に見ますと、国際クルーズは

かなり再開しておりますので、日本での再開に向け、関係省庁との調整を今進めているとい

うところでございます。 

【委員】  結構です。 

【分科会長】  委員、お願いします。 

【委員】  ありがとうございます。２４ページのところは大変よく整理されていて、方向

性もおおむね継続するということで、重要度の認識もとても的確だなというふうに感じま

した。 

 １つ全体として感じたのが、スピード感というところと、全体的にどのぐらいまで進んで

いるんだろうというところがちょっと見えにくくなっていて、頑張っていることは分かる

んだけれども、今のスピードでいいのか、あるいはどこかの部分をもっと重点的に早急にや

らなきゃいけないのかというその辺のところが分からないなというふうに思っています。

もともと明確な目標をあまりつくらないでスタートしたということもあるんですけれども、

この辺でやはり少し整理をしていただいて、ある程度どのぐらい、２０３０、次は２０４０

か５０か分からないんですが、２０３０までどのぐらいをやりたいとか、やっていこうとい

ったものを少し見せていただきたいなと思います。 

 ただ、それを設定するときに非常に質の違うものが２つあると思っていて、例えば１つは、

柱１のところですが、更新のタイミングに合わせてということで、各事業者さんで長期計画

を持っていらっしゃるはずなので、そことの関係で、多分、全体の進行だったり具合が変わ

ってくるのかなという部分と、あと基盤技術のようなプラットフォーム的なところ、これは

国が中心となってやっていただいて、開発から実証実験から実装まで幾つかのステージを

経ないといけないものなので、その辺りの違いも含めて、２０３０までどのぐらいまで進め

るのか、あるいはそれのために必要な予算はどういうふうにやっていくのかといったこと

がはっきり分からないと、全体としてスピード感を持って進めないなと思いました。 

 それと、２番目として、これで最後ですが、先ほど委員のほうのところでもありましたけ

れども、インフラに関して、受注者、発注者とも技術者が大変不足しているということはよ

く皆さん分かっていらっしゃると思うんですが、建前上、意思決定をやって責任を持つのは

事業者さんが大半だというのはよく分かるんですけれども、それをサポートする国として

もう少し積極的にデータの管理、それから適切な支援のためのいろんな整理といったとこ

ろまで全部、国がかなりの部分、責任を持ってやっていただくような、そういった仕組みを
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つくっていただきたいなと思いました。 

 以上です。 

【企画室長】  ありがとうございます。スピード感とか、あるいはどれくらい進んでいる

のかというお示しの仕方が不足していたという点、非常に反省しなければいけないか思っ

てございます。ＰＯＲＴ２０３０策定当初は、非常に未来的な思想であり、あまり数字を出

し過ぎると形が小さくなってしまうということもあろうかということで、自由な発想の下

に、あえて示さない形で進んできた部分もあろうかと思いますけれども、その後政府の中で

も、社会資本重点計画であるとか、国土強靱化計画であるとか様々な計画を立てており、こ

ういった施策要素を我々も入れ込んでいるわけですが、そういった中ではＫＰＩを示して

いるようなものもあったりします。そういったものをどこかうまく見せられるような形は

取っていきたいと思いますし、進捗状況を確認いただくようなことも考えたいと思います。 

 また、インフラの受発注者間での技術者不足ということについて、国のほうがしっかりや

らなければいけないという御指摘はごもっともというふうに承知してございます。特にＢ

ＩＭ／ＣＩＭなんかも含めて、新しいことをしっかり、どういう効果があるかということを

納得・理解していただきながら、これは港湾管理者さんに対しても同じでございますけれど

も、我々のほうがリードして進めていきたいと思いまして、その際には勝手に押しつけると

いうよりは、しっかりどういったものが使い勝手がいいかということを意見交換しながら、

今もＢＩＭ／ＣＩＭなんかではそういった議論をさせていただいているところでございま

すが、しっかり進めていければと思います。ありがとうございました。 

【分科会長】  予定の時間にはなっているんですが、超過して議論を続けていきたいと思

います。 

 委員、お願いします。 

【委員】  ありがとうございます。コメントが４点あります。主に柱の３と４についてで

す。 

 政府がにぎわいと打ち出すと、日本全国の全ての港が一律ににぎわいをうたうようにな

ります。けれども、港にはそれぞれの地域の特性、地場の雰囲気に合うものがあると思いま

す。その点を今回、スライドの８と１９でブランドのところで書かれているんですが、少し

８と１９では乖離する内容があるように思います。１９のほうでは、地域の特性についても

書かれていますが、こういった点をしっかりと、今後はにぎわいだけではなくて、地域の特

性を生かす独創性をつくり出すというところにウェイトを置くようシフトすることも必要
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かと思います。全国で一律の観光集客施設を備えた港、あるいは同じような方法でリニュー

アル、再生された港があることを気にしていました。そのため、独創性をしっかりとうたい

出すような港づくりにしていただければと思います。 

 ２点目ですが、一般の人々から、港のコア地区が隔離されてきたような状況が長く続いた

と思います。地理的、心理的に、港は遠いというような場所になってしまったと思います。

今後は、心理的、地理的距離を近くするための努力が相当程度必要ではないかと思います。 

 ３点目です。計画時のことです。これまで物流のことが中心だったと思いますので、設計

図を見ましても直線で描かれたものが多かったと思います。これは、いろいろな港が同じシ

ステムで効率よく動くように統一性を重視されたからだと思うのですが、観光という視点

に立ちますと、遊びとか面白さというのが大事になりますので、曲線というのが必要になっ

てくるかと思います。直線と曲線、統一性と独創性というこれらの違いを十分認識の上、同

時達成するような形で計画、設計をしていただきたいと思います。 

 そして、４点目です。これは港湾だけではなく、国土交通省全体のお話になるかと思うの

ですが、訪日について考えたとき、現在の状況では、日本の企業が利益を得るような仕組み

にはなっていません。この点は、例えば、訪日の方が日本企業をどれほど利用されるのかと

いうところを考えていただければいいかと思います。日本の土地が場所貸しにならないよ

うに考えていただければと思います。 

 以上です。 

【企画室長】  ありがとうございます。まず、にぎわいをつくるに当たっての地域の独創

性については、非常に重要な御指摘だと思います。地域の個性を生かした形をどんどん、も

ちろん優良事例なんかの御紹介をしつつも、それをいかに地域でアレンジ、あるいは新しい

取組を含めてやっていただくかというのは、しっかりと我々のほうも取り組んでいければ

と思いますし、港の隔離ということで、歴史的に見ても、港自体はトラックが非常に輻輳す

るとか、あるいは保安の関係で人が立ち入れないとかそういった側面で、入れない部分は入

れない部分であるのかと思いますが、船が大型化するに至ってどんどん沖合展開する中で、

中のインナーハーバーみたいなところの利活用みたいなところは非常に今後活用できると

いうところだと思います。そういった部分を心理的に近い場所にするとともに、先ほどおっ

しゃっていただいたような、直線だけじゃなくて、曲線なんかもうまく入れるような形での

再開発なんかも進めていければと思います。新しい視点ありがとうございます。 

 それから、訪日外国人の旅客に関しての取組ですが、クルーズに取り組む中で、私も自治
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体に出ているときにクルーズ関係の誘致、あるいは現場の受入れなんかをやっていました

が、例えば中国からいらっしゃるクルーズに関して、いかに日本の施設、日本のお土産物と

か、そういったものを売るのかというのは大きな課題でございました。こちらのほう、いろ

んな形で取り組んではきていますし、地元もかなり大きな問題意識を持っているというと

ころでございます。それぞれのやり方がありますが、まず、訪れる場所の工夫などをしっか

り船社さんへのアピールなんかをしながら、日本のものの売り込みも進めていければと思

います。ありがとうございました。 

【分科会長】  時間が過ぎていますので、皆さん、簡潔にいきましょう。 

 委員、お願いします。 

【委員】 延長の中、申し訳ありません。 

 ２点あります。先ほど委員から御指摘されましたサイバーポートの関連です。全く同じ意

見なんですけれども、経済安全保障上、このサイバーセキュリティーという言葉があまり出

てこないというところがちょっと気になっております。ランサムウェア等による外部から

のアタック等も企業では頻繁に起こっていまして、先ほどの御説明では、個々の事業者にシ

ステム管理が委ねられているというお話がありましたけれども、システム上のリンケージ

をどんどん広げようという時代でございますので、そのネットワークの中でのＢＣＰとし

てのサイバーセキュリティーというのをもう少し表に出していただければなというのが１

点。 

 それからもう一点が、これは委員のおっしゃったスピード感のところなんですけれども、

十分いろんな環境変化の加速ということを総括で書いておられるので、その認識の下に進

めていただいていると思うんですが、代替燃料の対応については、殊のほかスピード感が上

がってきておりまして、既にＬＮＧに続いて、アンモニア燃料船の実船投入が２０２６年か

らスタートいたします。そういうようなことを勘案して、バックキャスティングで、案件に

よっては工程表をつくっていただくということが必要かと思います。引き続きよろしくお

願いします。 

 以上です。 

【企画室長】  ありがとうございます。セキュリティーに関しては、自分たちの開発した

システムそのものはセキュリティー、自分たちの責任でしっかりできる部分はあるのです

が、先ほどおっしゃっていただいたみたいに、様々ないろんな型のシステムとデータ連携を

していくという観点においては、セキュリティーの考え方というのはまた大きく変わって
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くる部分があろうかと思いますので、その辺りをしっかり取り組んでいきたいと思います。 

 また、スピード感の部分につきましては、おっしゃるとおり、どんどん、ここでこうだよ

ねと思っていたところがさらに加速化しているというところは都度都度あるかと思います

ので、そういったことはしっかりフォローアップしながらバックキャスティングの考え方

も含めて、素早く導入――導入というか、我々の意思決定もしていけるような形を取ってい

きたいなと思います。よろしくお願いいたします。 

【委員】  手短にコメント１件とお願いです。 

 全体的に２０３０フォローアップ、良くまとっているとも思います。しかし、２０１８年

にこれを策定したときに想定していなかったことに対して、今後どう対応していくのかと

いう点についてです。１つはコンテナ輸送やバルク船の輸送がありますが、当時はコンテナ

で貨物が運べなくということは想定にはありませんでした。コンテナ輸送はフィーダーが

良いか、直行船が良いかという議論がありましたが、そういう議論ではなく、現在日本から

欧米向けに貨物が輸出できないとか、輸入も難しいという問題が起きています。日本の国民

を守るという意味で、流通が滞るという経済上困った問題が出てきました。ですから、コン

テナ船の直行便という考え方が今まで以上、今までと異なる認識でより重要度が上がって

きていると思います。その対策はいろいろやっていただいていますが、まだ解がない部分も

あります。しかし、想定を超えた課題に対してやはり何らかを新たに盛り込んでいくという

ことをしなければならないと思います。その辺を今後も引き続きお願いしたいというのが、

コメントとお願いになります。 

 以上です。 

【企画室長】  ありがとうございます。まさにおっしゃっていただいた点、一番大きな課

題の１つだなと思ってございます。なかなか解のないというか、次々いろんなことが起きる

部分もあるので、そういった部分ございますけれども、関係業界の方々とも意見交換しなが

ら、しっかりと強靱な物流のシステムづくりを行っていきたいと思いますので、どうぞ、ま

たお知恵をいただければと思います。よろしくお願いいたします。 

【分科会長】  理事、お願いします。 

【理事】  ２点ございます。簡潔に。 

 １点は、資料８の２０ページのところですが、良好な職場環境の改善という観点の記述で

す。これは大事な観点だし、ＰＯＲＴ２０３０にも入っているところで、ここでは「みなと

ＳＤＧｓのパートナー登録制度を創設」が記載されています。是非、今後の施策の方向性の
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ところで、現在作成していらっしゃる港湾労働者の不足対策へのアクションプランなどの

取り組みとともに、良好な職場環境の改善の取り組みを記載していただきたいと思ってい

ます。 

 もう一点は、海外展開との連携という観点です。資料では、１６ページの柱１に関わると

思います。この６月に国土交通省が発表された海外展開の行動計画の中でも、単に技術の移

転だけじゃなくて、むしろＯ＆Ｍ、メンテナンスそして利用も含めて日本のシステムを展開

していくことがうたわれております。今後の海上輸送網の構築においては、そういう海外の

インフラシステムへの協力、利用面、運営面での取組ということが大事だと思いますので、

そこをぜひ入れていただきたいと思います。 

 以上、２点です。 

【企画室長】  ありがとうございます。港湾運送事業者さんのアクションプランにつきま

しては、今後のフォローアップにおける入れ方を含めて考えたいと思います。 

 それから、海外のＯ＆Ｍの関係は、柱８に書くのか柱１に書くという議論があると思いま

すので検討したいと思います。。よろしくお願いいたします。 

【委員】  すみません、時間のない中、大変申し訳ないのですが、一言だけ発言させてい

ただきます。先ほど委員もおっしゃったのですけれども、このＰＯＲＴ２０３０の策定後港

湾を取り巻く状況があまり大きく変化したと感じております。特に柱５と柱６に関しては、

例えばＣＮＰ一つをとっても、当時考えていたカーボンニュートラルにおける港が果たす

役割とＣＮＰで実際に議論したことはずれているように感じます。CNPの議論の中では、港

の果たす役割が非常に大きく、また従来のような港の役割ではない機能、例えば周辺の地域

との関わり等を含めての港の役割が問われるようになってきていると思います。PORT2030

の枠に必ずしもとらわれることなく、これから先の港の新たな役割をぜひ少しずつ取り込

んでいけるようにしていただけるとよいかと思います。ありがとうございました。 

【企画室長】  ありがとうございました。カーボンニュートラルポートにつきましては、

まさに臨海部の企業さんとどうやっていくかという話が大きな視点だと思いますので、そ

の点、地域での議論も含めてしっかりと取り組んでいければと思います。ありがとうござい

ます。 

【分科会長】  ありがとうございます。以上でご発言を終わりにしたいと思います。計画

である以上はフォローアップというのは必ず必要となる。例えば、新しい技術が出てきたり、

新しい問題が起こった時にそれに対応するために計画のフォローアップが必要となります。
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しかし、今回は、新型コロナの世界的感染とウクライナ問題という世界史に残るような大き

な事柄が起こった直後であり、２つの出来事で世界の社会経済レジームに起こりつつある

変化が加速するのか、あるいは遅延するのか、はたまた全く新しい何かが出てきたのか。そ

の辺の見極めが必要になってくると思うのです。今日の議論をお伺いしていると、大半のご

意見は新型コロナにより変化の速度が相当加速するというご指摘だったと思います。 

 その一方で、委員が指摘されたように、当初想定していたことが土台から変わってくる。

新しい方向に世界が変化してくる、それも起こり得る話だろうと思います。新しい変化の兆

しは、すぐに結果が出てくるわけではないけれど、、それは注視して観察したり、重点的に

検討しないと、重要な出来事を見落としてしまうということは、明示的に書き込んでおく必

要がある。レトリックかも分かりませんが、後で見たときに今日の議論の雰囲気が伝わるよ

うな整理することが必要であると実感しました。。 

 大分時間が超過いたしまして、本当に申し訳ございませんでしたけれども、議事は以上で

終わりにしたいと思います。進行を事務局のほうにお返ししますので、よろしくお願いしま

す。 

【総務課長】  どうもありがとうございます。長時間にわたりまして御審議いただきまし

て、ありがとうございました。 

 次回の第８６回の港湾分科会は１０月頃を予定しております。 

 また、事務的な話ですが、本日会場で出席されている委員におかれましては、会議資料は

机の上に置いたままにしていただければ、後日郵送させていただきます。 

 以上をもちまして、本日の港湾分科会を閉会させていただきます。どうもありがとうござ

いました。 

 

── 了 ── 


